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第６－９図　特別名勝松島保護地区（東松島市）
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第６－１０図　特別名勝松島保護地区（塩竃市）

建築物高度制限緩和区
(別図参照)
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第６－１１図　松島海岸建築物高さ制限緩和区
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４　現状変更等の許可を要しない場合
　文化財保護法第 125 条のただし書きでは「維持の措置又は非常災害のために必要な応急措置を執る
場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場合」は許可を要さないとされている。
また、本章第３節の１で示した日常的な生活の営みの範疇に含まれるものも含まれる。

　以下で具体例の一部を示すが、事業が該当するかについては、事業計画地を所管する市・町の担当窓
口に照会すること。

（１）現状変更
ⅰ　維持の措置の具体例
　維持の措置とは、松島がき損又は衰亡している場合において、その価値に影響を及ぼすことなく原状
に復すること、被害の拡大を防止すること、また当該部分の復旧が明かに不可能な場合に除去すること
をいう。具体的には、以下の項目が挙げられる。

ⅱ　非常災害の応急措置
　管理者や土地所有者、公益施設管理者等による、災害時の緊急性の高いき損等の未然防止や拡大防止
のための応急的措置のことをいう。具体的には、東日本大震災を踏まえて以下の項目が挙げられる。

（２）日常的な生活の営みの範疇に含まれるもの
　地域住民や土地所有者等による日常的な生活の営みや、土地等を一定の状況に維持する上で必要な行
為が該当する。具体例は以下の項目が挙げられる。

具体例
・松枯れ病被害木の伐倒駆除・対策
・松枯れ病被害木除去跡地へのマツの補植
・枯損又は病虫害を受けた木竹の伐採

具体例

・崩落土砂、落石等の撤去及び除去
・崩落した法面等の応急的防止対策
・き損又は焼失した建物その他の工作物の撤去及び整地
・津波等による堆積土砂、漂流物、塵芥等の撤去、除去及び整地
・緊急車両のための仮設道設置
・被害箇所のシート・土嚢設置
・撤去物の仮置き　※主要な鑑賞の場から見えない場所に限る
・ライフラインの原状復旧　※第２・３種及び海面保護地区に限る
・プレハブ仮設住宅・トイレ等の設置　※主要な観賞の場から見えない場所に限る

具体例

・森林や竹林を維持するための間伐・下草刈・枝払い等
　※事業範囲内全てを伐採せず、作業道新設を伴わない場合に限る
・水田、畑等の経営・耕作に係わるごく簡易な工作物の設置及び客土
・カキ、ノリ養殖や沿岸漁業等に係わる簡易な工作物の設置・改修
・建築物等の軽微な修繕・補修
　※同系色かつ同じ明るさで規模が拡大しないものに限る
・建築物・工作物の撤去　※土地の形質変更を伴わないものに限る
・面積が５㎡以下で高さ３ｍ以下のごく簡易な建築物・工作物の建築・設置
・第３種保護地区内で、建築面積が 120㎡以下で高さ 10ｍ以下の専用住宅及び付帯する外
　構等　※周辺の景観と調和するものに限る
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第７章　整備と活用
第１節　整備と活用の考え方と位置づけ
　本章は、“松島の風景 ”の継承と、魅力を活かした地域の活性化のため、必要となる取組みの方向性を、
整備と活用の２つにより示している。“松島の風景 ”の継承と地域の活性化には、地域や関係する行政、
事業者、団体等が価値を認識し、方向性を共有した上で、それぞれが相互に連携・協力しつつ、主体と
なって整備と活用に取組む必要がある。
　したがって、本章では地域や関係する行政、事業者、団体等による “ 松島の風景 ” の保護と地域活性
化のための整備・活用の考え方、そして取り組むこと、検討すべきことを述べる。

第２節　整備の基本方針
　整備とは、“松島の風景 ”を保護し、適切に活用するために必要な手法のことである。景観の保護は、
現状変更の取扱い（第６章）で影響の大きな開発行為を抑制するだけでなく、植生の維持や眺望の確保、
地域の特色を活かすといった能動的な措置も必要とする。また、松島の価値を周知するための、鑑賞の
場の整備や普及活動なども求められる。第５章第１節で述べた本計画の理念に基づいて、以下を整備の
基本方針とする。

１　基盤となる自然の維持と環境に応じた整備を促進する
　自然は “松島の風景 ”の基盤として、地域の観光や教育、農林水産資源としても不可欠である。
　したがって、自然環境の推移の見守りつつも、“ 松島の風景 ” の価値を損なう影響が想定される場合
には、将来に向けた自然の維持と、実態に合わせた措置を促進する。

２　住むひと、働くひとが誇りをもてる景観を形成する
　松島らしさを活かした景観形成を通じて交流人口・関係人口の増加につなげ、住むひと、働くひとが
誇りをもてる地域とすることを目標とする。

３　感動体験につながる観賞の場の充実を図る
　誰もが “松島の風景 ”を観賞し感動体験できることを目指す。

第３節　整備の対象と内容
　前節の基本方針に基づいて行う松島の整備は、風景を構成する自然、自然とともにある暮らしと歴史、
鑑賞の場を対象として、以下の方法と内容が考えられる。

第７－１図　整備の考え方

＜方法＞

＜対象＞

１　基盤となる自然の維持と環境に応じた整備を促進する
２　住むひと、働くひとが誇りをもてる景観を形成する
３　感動体験につながる観賞の場の充実を図る

整備の基本方針

１　保存のための整備 ２　活用のための整備

（１）　自然　（２）自然とともにある暮らしと歴史　（３）鑑賞の場
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１　保存のための整備
（１）自然
　自然環境の推移の見守りつつも、“ 松島の風景 ” の価値を損なう影響が想定される場合には、将来に
向けた自然の維持と、実態に合わせた整備を促進する。
　例えば、地形では海食崖や丘陵は大規模な崩落等で景観が損なわれることを防ぐため、今後必要とな
る対策を検討する。湿地では、原風景ともいうべき砂丘植物や湿生・水生植物が生育する景観の再現を
図る。また、干潟、砂浜、池沼などの保全を検討する。
　植生に関しては、関係機関・団体や地域住民の活動と連携して、特徴的な植生の保存及び修景を図る
ほか、指定地内の天然記念物�

1

の保護も推進する。また、海鳥の植生に与える影響にも留意する。

第７－１表　自然を保存するための整備の例

29　松島にある天然記念物（植物）は、第３章２節　第３－３表を参照。

29

地形

海食崖や丘陵

・崖面の景観保全

県内参考事例 ( ノンフレーム工法 )

湿地

・湿地植生の保全と景観の整備

大浜田湿地 ( 東松島市 ) 洲崎浜湿地 ( 東松島市 )

植生

マツ林

・マツ林が優占する領域での立地と生態系に配慮した松枯れ病対策や植樹
松枯れ病対策

マツの植樹 薬剤の樹幹注入
写真左：桂島区住民による植樹　写真右：宮城県の松枯れ病対策

常緑広葉樹群落・
モミ林・ケヤキ林・
落葉広葉樹二次林

・常緑広葉樹や落葉広葉樹、モミが優占する領域における、森林諸機能 ( 文化
機能、保健・レクリエーション機能、生物多様性保全機能 ) に留意した保全

・島嶼部のタブノキ群落など、特徴的な植生の保全�

スギ林・竹林
・放置されたスギ人工単層林や竹林などの間伐
・下層に定着した常緑広葉樹・落葉広葉樹や草本植物を活用した林相転換と
修景
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（２）　自然とともにある暮らしと歴史
　地域に暮らす人々の松島らしく質の高い生活の持続的な実現と、地域の歴史文化が将来世代にも継承
されるよう、景観保護の観点から地域活性化に向けた連携を図る。例えば、第７－２表の例などにより、
今後、地域が主体となって伝統的な生活文化や、歴史的な場所などに焦点をあて、“ 松島の風景 ” を活
かしたまちづくりを進めるため、行政や有識者等によるサポートをしていく。

第７－２表　“ 松島の風景 ” を活かした特色あるまちづくりのサポートの例

（３）　観賞の場
四大観をはじめとする既存の観賞の場は、関係機関と協力して繁茂した植物の剪定を行うなど、眺

望の確保を図る。

２　活用のための整備
　活用のための整備では、以下 (１)～ (３)を対象とした整備のほか、これらの総体である “松島の風景 ”
の価値と魅力を伝えるためのガイダンス機能についてもあり方を検討する。

（１）自然
　自然を活用するための整
備は、地域の取組みと連携
して、景観と調和した説明
板、安全に周遊するための
遊歩道やサイン等の便益施
設など、鑑賞に必要な設備
等の充実を図る。
　また、学習副読本やパン
フレットなど各種出版物や
広報等よる調査成果の公開
に努める。

宮戸島の外来生物（２）
（奥松島生物多様性保全協議会 2020 年 3 月）

特別名勝松島　大浜田湿地
（奥松島縄文村歴史資料館 2020 年）

第７－２図　パンフレット等による調査成果公開の例

ⅰ各種計画策定の促進・
参画

・本計画を踏まえて関係自治体が作成する特別名勝松島整備基本計画の策
定支援

・関係自治体の文化財保存活用地域計画や、指定地内文化財の保存活用計
画の策定など、歴史文化を軸とした特色ある地域づくりを行うための計
画策定支援

・歴史的風致維持向上計画や景観計画、都市計画法地区計画など、地域の
景観向上に係わる計画策定への参画

ⅱ文化財の特性を活かし
た地域住民支援

・各種国庫補助金、民間助成金等の活用
・地域に残る民俗芸能や伝統行事の支援
・「松島」ブランドや知名度を活かしたシビックプライド形成への協力

ⅲ自治体の風致景観を活
かしたまちづくり施策
との連携

・美観向上や安全対策などのまちづくり施策との連携
・地域の文化遺産認定制度や景観顕彰制度の創設への協力
・風致景観や環境配慮を前提とした農林水産業との連携

ⅳ地域住民・民間団体・
企業との連携

・地域の保護活動との連携
・松島を題材とした情報発信への協力
・松島の価値と魅力を普及する地域イベントの協力
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（２）　自然とともにある暮らしと歴史
　第３章第３節で示した松島らしい風景の代表例を参考にして、地域の中にある有形・無形の文化財の
価値を高め、教育や文化観光資源として地域の活性化につながる整備を検討する。

（３）　観賞の場
　四大観をはじめとする主な観賞の場は、景観との調和を前提として、来訪者の利便性を向上させるた
めの便益施設、説明板の多言語化・遊歩道など設備の高機能化や安全対策など、その「場」の特性に応
じて必要となる整備を検討する。

第４節　活用の基本方針
　ここでの活用とは、体験を通じて多くの人に “ 松島の風景 ” の価値と魅力に触れてもらい、文化的・
精神的のみならず、幅広く社会・経済的にも影響を与える手立てのことをいう。
特別名勝松島の活用では、“ 松島の風景 ” を継承するために、地域の教育や文化観光資源として位置
づけ、活用を通じて景観保護の理解を広めることが求められる。本計画での活用の基本方針は、第５章
第１節の１で示した理念に基づいて、以下の通りとする。

１　“ 松島の風景 ” の価値を広め、景観保護の理解を深める
　観光や教育による松島の自然や歴史文化の体験を通じて、来訪者や地域住民と価値の共有を図る。将
来的には地域主体の取組みにつなげ、質の高い景観形成を目指す。

２　松島らしい暮らしや産業との連携を図る
　農漁業など地域社会に根差した産業との連携を図ることで、交流人口・関係人口の増加に寄与し、地
域の活性化を通じて松島らしい暮らしを担う地域の将来世代育成を図る。

３　グローバル化社会に適応した情報発信とアーカイブ化を行う
　世界に向けて松島の価値と魅力を情報発信するとともに、情報のアーカイブ化を推進することで、進
展するグローバル化社会に適応した松島の価値の継承と魅力発信を図る。

第５節　活用の方法
　活用の方法では、深い理解や感動体験を実現するための仕組みを創造的につくり、理解や感動体験を
通じた関わりを景観形成と地域づくりにつなげることが肝要である。そのために、教育や産業など諸領
域と連携し、総合的な調整により高次に活用を推進する。
　活用に当たって連携する諸領域は多いが、主には観光と教育が考えられる。ここでは、観光・教育を
軸とした活用の方向性と方法を示す。

第７－３図　観賞の場の整備の例

福浦島の展望台 ( 松島町 ) 眺望の多言語説明板 ( 東松島市 ) 特別名勝松島の説明板 ( 松島町 )
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１　観光
（１）　観光活用の方向性
“ 松島の風景 ” がもつ価値に基づいて、特別名勝松島全体を魅力ある観光地域とし、観光産業全体の

質的向上につなげる。これにより、観光満足度やリピート率の上昇につなげ、地域における交流人口・
関係人口の創出に寄与する。

（２）　方法
松島の価値に基づいた活用では、自然を楽しむ、地域の暮らしや歴史を体験する、風景を観賞する

といったことが挙げられる。このために、地域間の連携・協力、情報コミュニケーション手段の活用と
幅広い情報発信、諸専門知識や技術の活用、民間投資の誘導などを総合的に進める。具体的には、第７
－３表の内容等が考えられる。

第７－３表　観光活用の方法の例

（３）　観光活用における留意点
　特別名勝松島の各地域には多くの魅力があり、その掘り起こしと発信が必要である。あわせて、観光
活用では松島らしさを失わないよう、各地域の特色を活かした整備が求められる。したがって、過度の
開発投資や、誤解を招く情報発信には注意が必要である。
　また、地域住民の生活を害する観光公害にも注意が必要であり、観光客などのマナー意識喚起を図る
取組みや、必要な情報が伝わるサイン等の整備も求められる。
　そして、将来的には来訪者の増加が “ 松島の風景 ” 保護に還元できる財源確保の仕組みについても検
討する必要がある。

項目 方法の例 期待される効果

ⅰ自然を知り・
　楽しむ

・宮城オルレ奥松島コースや、みちのく潮風トレイルと
いったコースの活用�

・各種アウトドアや、松島の景観・自然を活かせるスポー
ツとの連携�

・海水浴場や潮干狩り場の活用

・地域の新たな価値の発見
・保護への理解向上
・松島全体の回遊性向上
・交流人口、関係人口拡大
による地域の活性化

ⅱ地域の暮らしや
　歴史を知り・体
　験する

・地域と来訪者の交流の場をつくり、来訪者が地域に思
いを馳せ、農漁業や環境維持などの作業を通じて地
域づくりに参画するしくみの創造�

・松島らしい暮らしや歴史を軸とした着地型観光の推進�
・地域の豊かな自然の中で育まれた一次産品のブランド
化の支援�

・日本遺産などブランド化された歴史文化ストーリーを
活用した文化ツーリズムの推進

ⅲ風景の鑑賞

・各地の観賞の場や多様な観賞の在り方の周知。
・歴史的経緯の紹介。
・四季による植生の特徴や、観察・観賞ポイントの紹
介（例：ヤマザクラ（宮戸島）、菜の花畑（浦戸諸島）、
紅葉（圓通院）など）。

・時間による景観の見え方の紹介（例：朝日や夕日など）。
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２　教育
（１）教育活用の方向性
　教育資源として松島が提供するものは多岐にわたっており、例えば地学、歴史・民俗、芸術・文学、
地域開発史、生活史、災害史など様々な分野が期待できる。
　実地体験と資料研究を組み合わせ、それぞれの角度から探究することで、松島の理解につながり、ひ
いては地域の誇りや景観保全意識につながるものと考えられる。
　こうしたことから、教育活用の方向性では、松島を探究型学習の場として活かし、地域の活性化や “松
島の風景 ”保護に結びつけることを目指す。

（２）方法
調査研究の成果を基盤として、学校教育・生涯学習によって自然や歴史文化の普及啓発を行う。
松島の調査研究では、自治体間の連携によって継続的に行う仕組みを検討する。また、その成果を

アウトプットするため、松島全体のフィールド・ミュージアムとしての活用についても模索していく。
教育活用における普及啓発や環境形成の方法としては、以下の内容が挙げられる。

第７－４表　教育活用の方法の例

（３）教育活用の留意点
　将来世代への継承に向けて、地域全体でその在り方を考えるとともに、地域の取組みに対しては、専
門的知識の提供など支援が求められる。また、関係自治体をはじめ、県内や遠隔地とも教育的交流が進
められる仕組みや体制づくりを検討する必要がある。

項目 方法 期待される効果

ⅰ調査研究

・調査研究の実施及び支援。
・講演会、シンポジウムの開催による研究成果の公開。
・報告書やパンフレットによる研究成果の公開。
・大学等研究機関との連携。

・新たな価値の創出（魅力の再発見）

ⅱ学校教育

・出前講座や親子見学プログラムの開催。
・体験学習プログラムの実施。
・国内外からの教育旅行誘致。
・副読本等による学校教育での紹介。
・教職員研修会への参加と講演。

・地元理解と郷土愛の醸成
・国内外への価値と魅力の発信
・将来世代育成

ⅲ生涯学習
・講座や見学会の開催。
・博物館・資料館等での企画展の開催。

・特別名勝松島の理解の深化
・地元理解と郷土愛の醸成

ⅳ地域連携
・地元ガイドの養成。
・民俗芸能保存会やまちづくり団体との連携。
・意見交換会やワークショップの開催。

・国内外への価値と魅力の発信
・自立的な地域づくりの環境形成
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第８章　運営体制
第１節　方向性
　宮城県は、特別名勝松島の管理団体として適切な保護を図る責務があり、県内部はもとより、地域住
民、国や構成自治体など行政機関、有識者、開発事業者といった関係者との連携・協働によって、その
責務を果たすものとする。
　その上で、本計画の実施期間においては、管理団体として計画運営の主体となり、関係者との連携・
協働のもと計画内容を実施する。

第２節　管理団体と関係者の役割
１　管理団体
　管理団体は、第１節の方向性に基づいて、特別名勝松島の保護で必要となる総合的な調整を行い、関
係者との連携と協働を図る。とりわけ、保存管理は主体となって有識者と協力し、現状変更行為の景観
へ与える影響が最小限度となるよう努める。また、整備活用では、地域が主体的に考え、実施する整備
と活用を、適切で効果的なものにするためのサポートを行う。

２　関係者
管理団体と連携・協働する関係者には、主に（１）行政機関、（２）有識者、（３）開発事業者、（４）

教育機関・観光関係団体が挙げられる。それぞれは特別名勝松島の適切な保存管理と整備活用のため、
管理団体とともに以下の役割を担う。

第８－１表　関係者の役割

（１）行政機関

計画策定・各種計画策定など地域の特色を活かすまちづくりを進める。

体制整備

・保存管理と整備活用を継続的に行う体制を整える。
・景観の維持及び形成、並びに活用のため、庁内各部署をはじめとした
関係各署との連携を図る。

・保存管理や活用において地域住民や関係団体との協働を図る。

財源確保・保存管理及び整備活用のための財源確保に努める。

保存管理
・特に一部権限が委譲されている自治体では、有識者との連携により、
適切な保存管理を行う。

普及啓発・普及啓発に努めるとともに、地域住民や団体の普及活動を支援する。

（２）有識者

指導助言
・宮城県文化財保護審議会松島部会、塩竈市文化財保護審議会、東松島
市特別名勝松島保存管理専門委員会において、現状変更許可案件の適
切な審議と指導助言を行う。

調査研究
・保存管理や整備活用の質向上に向けて、特別名勝松島に関係する調査
研究を進める。

普及啓発・研究成果の公開等により、地域住民や観光者への普及啓発に努める。

（３）開発事業者 保護協力・本計画の主旨と理念に基づいて、松島の保護と景観形成に協力する。

（４）教育機関・
　　観光関係団体

普及啓発
・学校教育や生涯学習において教育普及活動を行う。
・本計画の主旨と文化財保護の理念に基づいて、松島の魅力を広める。

保護協力
・景観の保護と地域の持続的な発展を前提とした観光活用を行う。
・観光地の景観向上にむけた取り組みを推進する。
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第３節　運営の方法
　計画の運営にあたっては、既存の特別名勝松島連絡協議会を活用し、毎年の定期開催により、保存管
理の課題の検討、景観に影響を及ぼす可能性がある開発行為計画等の事前共有、計画実施のモニタリン
グとレビューを行うことで、総合的なマネジメントを図る。
　また、連絡協議会体制の拡充により、活用面で観光事業者やまちづくり団体等との連携を図るほか、
文化庁をはじめとした関係省庁、県庁内各課室との連絡調整、地域住民との継続的な対話を進める。

第９章　今後に向けて
第１節　経過観察
　本計画の策定後、松島を適切に保護していくためには、松島のおかれている状況を正確に把握すると
ともに、計画に基づく施策を点検・評価する必要がある。
　したがって、保存管理や整備活用の取組み、運営体制について主に以下の項目で点検・評価を行い、
実施状況や効果、景観への影響を明らかにしていく。
　自己点検による評価は、計画期間中の景観保護に活かしつつ、次の保存活用計画見直しで反映させる
ことで、常に適切な形で特別名勝松島の保護が図れるよう努めることとする。

第９－１表　主な点検項目と内容

第８－１図　計画の運営体制関係図

項目 主な点検内容
保存に関すること 現状変更取扱いの適切な運用

良好な景観配慮事例の把握
大規模開発行為や公共事業における景観配慮の実施内容
地域住民・事業者への周知と認識

整備に関すること 自然環境の保全状況と内容
まちづくりにおける景観活用の取組み状況と内容
四大観など鑑賞の場の整備状況と内容

活用に関すること 調査研究の実施状況と内容
学校教育・生涯学習との連携状況と内容
情報発信とアーカイブ化の取組み内容

運営体制に関すること 定期的な連絡協議会の開催
現状変更申請の件数と傾向
保存活用に関する課題の共有

塩竈市文化財保護審議会・
東松島市特別名勝松島保存管理検討委員会

　協議 　協議

関係自治体
塩竈市

連携 連携 松島町 　連携
七ヶ浜町
利府町

連携 東松島市

　

管理団体
観光事業者

環境省など
国土交通省

宮城県文化財保護審議会
松島部会文化庁

地域住民
県民

　　　特別名勝松島連絡協議会　【総合マネジメント】　　　　　

計画の運営体制

関係省庁
文化財・観光・企画・都市計画部局など

　　

宮城県
まちづくり団体

など

民間団体

　協議
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第２節　今後に向けての検討課題
　本計画を通じて特別名勝松島の保存と活用に取組むこととなるが、これからのよりよい保存と活用を
目指し、10年後に向けて以下の取組みを検討していく。

１　新たな魅力の発見
　現代的感性でもって感動体験ができる観賞の場の開拓と、日常の暮らしの中でみられる眺めの評価を
進めていくことで、松島の新たな魅力を発見していくこと。

２　自然と地域の歴史文化の掘り起こし
　地域が主体となって、身近な自然や自らの歴史文化の掘り起こし取り組む際に、適切なサポートをす
ること。それにより、生活の豊かさを育む特色ある地域づくりを支援すること。

３　景観意識の向上
　“ 松島の風景 ” は「地域のたから」であり公共財でもあることから、将来的には景観形成に係わる一
人一人の景観意識を高めるために、これまで蓄積してきた体験や知識を社会で共有化するためのコミュ
ニケーションを図ること。そこから景観と調和するための計画や設計技量の向上に繋げること。
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参考資料１　策定会議、作業部会、住民説明会等開催の経過
１　開催・実施状況

（１）特別名勝松島保存活用計画策定会議

（２）特別名勝松島保存活用計画策定のための作業部会

開催日 開催次数 出席者と議題

令和３年
（2021）

10 月 22日 第１回
○構成員：小林敬一、平吹喜彦、温井亨、松本秀明、七海雅人
【議題】計画案第１章から第３章について

12 月 24 日 第２回

○構成員：小林敬一、温井亨、松本秀明、七海雅人
○オブザーバー：平澤毅
【議題】計画案第１章から第３章の修正内容について

令和４年
（2022）

２月 25日 第３回

○構成員：小林敬一、平吹喜彦、温井亨、松本秀明、七海雅人
○オブザーバー：平澤毅
【議題】計画案第３章の修正内容と第４章から第６章について

６月 17日 第４回
○構成員：小林敬一、平吹喜彦、温井亨、松本秀明、七海雅人
【議題】計画案第４章から第６章の修正内容について

令和４年
（2022）

７月 25日 第５回

○構成員：小林敬一、平吹喜彦、松本秀明、七海雅人、西舘保宗、
津川登昭、佐藤靖塩竈市副市長、内海俊行松島町教育
委員会教育長、平山良一七ヶ浜町副町長、熊谷大利府
町長、小山修東松島市副市長

○オブザーバー：平澤毅
【議題】「“松島の風景 ”を活かした１０年間のまちづくり・観  
                光振興について」

11 月 22 日 第６回
○構成員：小林敬一、平吹喜彦、松本秀明、津川登昭
【議題】計画案第７章から第９章について

令和５年
（2023）

１月 30日 第７回

○構成員：小林敬一、平吹喜彦、温井亨、松本秀明、西舘保宗、
　　　　　津川登昭
○オブザーバー：平澤毅
【議題】計画案の全体について、パブリックコメント結果報告

開催日 会議名（開催地）

令和３年
（2021）

２月９日 第１回準備会（松島町文化観光交流館）

４月 27日 第２回準備会（松島町文化観光交流館）

６月 28日 第３回準備会（東松島市野蒜市民センター）

10月７日 第１回作業部会（東北歴史博物館）

令和４年
（2022）

１月 20日 第２回作業部会（東北歴史博物館）

３月 10日 文化財担当者会議（宮城県自治会館）

６月 30日 文化財担当者会議（宮城県庁）

８月 26日 第３回作業部会 ( 東北歴史博物館 )
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（３）地域住民意見交換会

（４）地域住民説明会
開催日 対象（参加者） 主催・同席自治体

令和４年
（2022）

10 月７日
塩竈市朴島地区
（区長以下５名）

主催：県教育庁文化財課・塩竈市生涯学習課
同席：塩竈市政策課

10月 20日
東松島市宮戸地区
（区長以下 20名）

主催：県教育庁文化財課・東松島市生涯学習課

11月 15日
七ヶ浜町該当地区
（区長以下９名）

主催：県教育庁文化財課・七ヶ浜町生涯学習課

11月 21日
利府町須賀地区
（区長以下 13名）

主催：県教育庁文化財課・利府町生涯学習課

11月 29日
利府町赤沼地区
（区長以下 18名）

主催：県教育庁文化財課・利府町生涯学習課

11月 30日
利府町浜田地区
（区長以下９名）

主催：県教育庁文化財課・利府町生涯学習課

12月 11日
松島町本郷地区 主催：松島町教育課　　※町単独での開催

12月 18日
松島町手樽地区 主催：松島町教育課　　※町単独での開催

12月 20日
松島町松島地区 主催：松島町教育課　　※町単独での開催

開催日 対象（参加者） 主催・同席自治体

令和３年
（2021）

３月４日
東松島市野蒜地区
（区長以下５名）

主催：県教育庁文化財課・東松島市生涯学習課
同席：塩竈市・松島町・七ヶ浜町・利府町

３月５日
東松島市宮戸地区
（区長以下 14名）

主催：県教育庁文化財課・東松島市生涯学習課
同席：松島町

３月９日
塩竈市寒風沢・朴島地区
（区長以下８名）

主催：県教育庁文化財課・塩竈市生涯学習課

３月 12日
塩竈市野々島・石浜地区
（区長以下７名）

主催：県教育庁文化財課・塩竈市生涯学習課

５月 31日
松島町高城・本郷地区
（班長以下 20名）

主催：県教育庁文化財課・松島町教育課
同席：利府町

６月４日
松島町磯崎・手樽地区
（区長以下 15名）

主催：県教育庁文化財課・松島町教育課
同席：利府町

６月 10日
松島町海岸地区
（区長・企業等 20名）

主催：県教育庁文化財課・松島町教育課
同席：東松島市

６月 23日
塩竈市桂島区
（区長以下３名）

主催：県教育庁文化財課・塩竈市生涯学習課
同席：塩竈市政策課

８月 10日
利府町浜田地区
（区長以下５名）

主催：県教育庁文化財課・利府町生涯学習課

11月９日
七ヶ浜町該当地区
（区長以下８名）

主催：県教育庁文化財課・七ヶ浜町生涯学習課

11月 15日
利府町須賀地区
（区長以下 10名）

主催：県教育庁文化財課・利府町生涯学習課

11月 17日
利府町赤沼地区
（区長以下 19名）

主催：県教育庁文化財課・利府町生涯学習課
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（５）パブリックコメント（「県民の意見提出手続きに関する要綱」平成 23 年４月１日施行に基づき実施）
　実施期間　令和４年（2022）12 月 19日～令和５年（2023）１月 20日
　意見の数　０件

２　要綱等
（１）特別名勝松島保存活用計画策定会議

開催日 対象（参加者） 主催・同席自治体

令和５年
（2023）

１月 19日 東松島野蒜地区
（区長以下 14名）

主催：県教育庁文化財課・東松島市生涯学習課

１月 20日 松島町高城地区
（区長以下 12名）

主催：県教育庁文化財課・松島町教育課

１月 24日 東松島市宮戸地区
（区長以下 16名）

主催：県教育庁文化財課・東松島市生涯学習課

１月 25日 松島町磯崎地区
（区長以下 25名）

主催：県教育庁文化財課・松島町教育課

特別名勝松島保存活用計画策定会議開催要綱
令和３年５月１４日　宮城県教育委員会教育長決裁

（目的）
第１　文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の趣旨に基づく特別名勝松島の適正な保存，管理
及び活用を目的とした計画（以下「特別名勝松島保存活用計画」という。）の策定に係る検討のため，
特別名勝松島保存活用計画策定会議（以下「会議」という。）を開催する。

（所掌事務）
第２　会議は，特別名勝松島保存活用計画の策定のために必要な特別名勝松島の保存，管理及び活用
について，意見聴取を行うものとする。

（構成）
第３　会議は，別表に定める分野から宮城県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が別に定め
る者の出席によって開催する。

（座長）
第４　会議には，座長を置く。
　２　座長は会議の進行を行う。

（会議）
第５　会議は，教育長が招集する。
第６　教育長は，必要に応じて，構成員以外の者を出席させることができる。

（庶務）
第７　会議の庶務は，宮城県教育庁文化財課において処理する。

（その他）
第８　この要綱に定めるもののほか，会議の運営に関して必要な事項は別に定める。

　　　附　則
１　この要綱は，令和３年１０月１日から施行する。
　２　この要綱は，令和５年９月３０日限り，その効力を失う。

別表
分野 構成員
（１）特別名勝松島の保存及び管理に関して専門的知識を有する者 合わせて１２名以内
（２）特別名勝松島の保存，管理及び活用に関係する機関又は団体の代表者
（３）特別名勝松島の指定範囲に所在する地方公共団体の長又は地域住民の代表者
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（２）特別名勝松島保存活用計画策定のための作業部会

特別名勝松島保存活用計画策定のための作業部会開催要項

令和３年５月１４日　宮城県教育委員会教育長決裁
（目的）
第１　特別名勝松島保存活用計画策定のための作業部会（以下「作業部会」という。）を開催する。

（所掌事務）
第２　作業部会は，特別名勝松島保存活用計画の策定に係わる内容の協議及び特別名勝松島保存活用
計画策定会議で聴取した意見等についての検討を行うものとする。

（構成）
第３　作業部会は，宮城県並びに別表に掲げる特別名勝松島の指定範囲に所在する塩竈市，東松島市，
松島町，七ヶ浜町及び利府町の関係部局及び教育委員会の職員をもって構成する。

（座長）
第４　作業部会には座長を置き，宮城県教育庁文化財課長（以下「文化財課長」という。）をこれに充てる。
（会議）
第５　作業部会は，文化財課長が必要に応じて招集する。
２　構成員は，その指定する者を作業部会に代理で出席させることができる。
３　文化財課長が必要と認めた場合，作業部会に構成員以外の者を出席させることができる。

（庶務）
第６　作業部会の事務局は，宮城県教育庁文化財課に置く。

（その他）
第７　この要項に定めるもののほか，作業部会の運営に関し必要な事項は，文化財課長が別に定める。
　　　
　　　附　則
　この要項は，令和３年８月１日から施行する。
　　　附　則
　この要項は，令和４年８月５日から施行する。

別表
機関名 役職

塩竈市市民総務部政策課 課長
塩竈市産業建設部商工観光課 課長
塩竈市教育委員会文化スポーツ課 課長
松島町企画調整課 課長
松島町産業観光課 課長
松島町教育委員会教育課 課長
七ヶ浜町政策課 課長
七ヶ浜町建設課 課長
七ヶ浜町産業課 課長
七ヶ浜町教育委員会生涯学習課 課長
利府町企画部秘書政策課 課長
利府町都市開発部都市整備課 課長
利府町経済産業部商工観光課 課長
利府町教育委員会教育部生涯学習課 課長
東松島市復興政策部都市計画課 課長
東松島市産業部商工観光課 課長
東松島市教育委員会生涯学習課�奥松島縄文村歴史資料館 館長
宮城県教育庁文化財課 課長
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（３）特別名勝松島地域住民説明会

参考資料２　景観計画・まちづくりルール等
本計画の策定時点で、景観配慮にあたって参照すべき景観計画・まちづくりルールは以下の通りで

ある。
　塩竈市：塩竈市景観計画（平成 28年４月）・塩竈市景観計画ガイドライン（平成 31年３月）
　松島町：松島景観計画（平成 26年３月）・松島町景観形成ガイドライン（平成 26年３月）
　東松島市：特別名勝松島グランドデザイン－風致景観の向上と地域の活性化を目指して－
　　　　　（平成 28年３月）
　野蒜北部丘陵振興協議会：野蒜北部丘陵地区まちづくりルール　ガイドライン【低層住宅地区】

参考資料３　色彩についての考え方

特別名勝松島地域住民意見交換会実施要項
令和２年１０月１５日　宮城県教育庁文化財課長決裁

（目的）
１　特別名勝松島の保存活用計画策定にあたって，各市町住民の保存管理に関する意見の聴取を行う
とともに，それらを適切に計画策定案に反映させるための意見交換を目的として，特別名勝松島地
域住民意見交換会（以下「意見交換会」という）を開催する。

（参加者）
２　意見交換会には，特別名勝松島の指定範囲に所在する塩竈市，松島町，七ヶ浜町，利府町，東松
島市（以下「関係市町」という）の住民等が参加するものとする。

（開催）
３　意見交換会は，関係市町の状況に応じて，市町ごとに開催方法，開催場所，日時等を設定して実
施する。

（開催事務）
４　意見交換会の開催事務は，関係市町教育委員会，関係市町首長部局と県教育委員会が共同で行う
ものとする。

Ｒ
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【色彩のめやす】

色相：色合いのことで、赤（R）・黄赤（YR）・黄緑（GY）・緑（G）・青　
　　　緑（BG）・青（B）・青紫（PB）・紫（P）・赤紫（RP）の 10種類の
　　　基本色で示します。
明度：色の明るさのことで、０～ 10の数値で示します。数値が大きい　
　　　ほど明るい色になります。
彩度：色の鮮やかさの度合いのことで、０～ 14程度までの数値で示し　
　　　ます。数値が大きいほど鮮やかな色彩となります。鮮やかな色彩　
　　　は色相によって異なり、赤（R）や黄赤（YR）等の原色は 14程度、
　　　青（B）や青緑（BG）等は８～ 10程度です。色味のない白・黒・
　　　グレーといった無彩色はNで表し、彩度０となります。

マンセル表色系とは :マンセル表色系は、色を定量的に現す体系のひとつで、色彩を色の三属性（色相・明度・彩度）
　　　　　　　　　　によって表現するものです。
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「彩度・明度の低い」とは、概ね明度 7 以下、
彩度 4以下になります。
「黒・灰色・濃茶色」は、昔から松島にある
集落やまちなみの色です。

「低い」目安

※景観計画・まちづくりガイドライン
　が策定されている地域では、それら
　で示された色彩基準を適用します。

【色彩について】
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■日本国憲法（抄）（昭和二十一年憲法）

第三章　国民の権利及び義務

第 29 条　財産権は、これを侵してはならない。

２　財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法

律でこれを定める。

３　私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のため

に用ひることができる。

■文化財保護法（抄）（昭和二十五年法律第二百十四号）

第一章　総則

（この法律の目的）

第１条　この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用

を図り、もつて国民の文化的向上に資するとともに、世

界文化の進歩に貢献することを目的とする。

（文化財の定義）

第２条　この法律で「文化財」とは、次に掲げるものを

いう。

四　貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡で

我が国にとつて歴史上又は学術上価値の高いもの、庭園、

橋梁、峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国にとつ

て芸術上又は観賞上価値の高いもの並びに動物（生息地、

繁殖地及び渡来地を含む。）、植物（自生地を含む。）及び

地質鉱物（特異な自然の現象の生じている土地を含む。）

で我が国にとつて学術上価値の高いもの（以下「記念物」

という。）

３　この法律の規定（第 109 条、第 110 条、第 112 条、

第 122 条、第 131 条第１項第４号、第 153 条第１項第

７号及び第８号、第 165 条並びに第 171 条の規定を除

く。）中「史跡名勝天然記念物」には、特別史跡名勝天然

記念物を含むものとする。

（政府及び地方公共団体の任務）

第３条　政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の歴

史、文化等の正しい理解のため欠くことのできないもの

であり、且つ、将来の文化の向上発展の基礎をな�すもの

であることを認識し、その保存が適切に行われるように、

周到の注意をもつてこの法律の趣旨の徹底に努めなけれ

ばならない。

（国民、所有者等の心構）

第４条　一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法律

の目的を達成するために行う措置に誠実に協力しなけれ

ばならない。

２　文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重な

国民的財産であることを自覚し、これを公共のために大

切に保存するとともに、できるだけこれを公開する等そ

の文化的活用に努めなければならない。

３　政府及び地方公共団体は、この法律の執行に当つて
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関係者の所有権その他の財産権を尊重しなければならな

い。

第七章　史跡名勝天然記念物

（指定）

第 109 条　文部科学大臣は、記念物のうち重要なものを

史跡、名勝又は天然記念物（以下「史跡名勝天然記念物」

と総称する。）に指定することができる。

２　文部科学大臣は、前項の規定により指定された史跡

名勝天然記念物のうち特に重要なものを特別史跡、特別

名勝又は特別天然記念物（以下「特別史跡名勝天然記念物」

と総称する。）に指定することができる。

３　前２項の規定による指定は、その旨を官報で告示す

るとともに、当該特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝

天然記念物の所有者及び権原に基づく占有者に通知して

する。

４　前項の規定により通知すべき相手方が著しく多数で

個別に通知し難い事情がある場合には、文部科学大臣は、

同項の規定による通知に代えて、その通知すべき事項を

当該特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の

所在地の市町村の事務所又はこれに準ずる施設の掲示場

に掲示することができる。この場合においては、その掲

示を始めた日から二週間を経過した時に同項の規定によ

る通知が相手方に到達したものとみなす。

５　第１項又は第２項の規定による指定は、第３項の規

定による官報の告示があつた日からその効力を生ずる。

ただし、当該特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然

記念物の所有者又は権原に基づく占有者に対しては、第

３項の規定による通知が到達した時又は前項の規定によ

りその通知が到達したものとみなされる時からその効力

を生ずる。

６　文部科学大臣は、第１項の規定により名勝又は天然

記念物の指定をしようとする場合において、その指定に

係る記念物が自然環境の保護の見地から価値の高いもの

であるときは、環境大臣と協議しなければならない。

（仮指定）

第 110 条　前条第１項の規定による指定前において緊急

の必要があると認めるときは、都道府県の教育委員会（当

該記念物が指定都市の区域内に存する場合にあつては、

当該指定都市の教育委員会。第 133 条を除き、以下この

章において同じ。）は、史跡名勝天然記念物の仮指定を行

うことができる。

２　前項の規定により仮指定を行つたときは、都道府県

の教育委員会は、直ちにその旨を文部科学大臣に報告し

なければならない。

３　第１項の規定による仮指定には、前条第３項から第

５項までの規定を準用する。

（所有権等の尊重及び他の公益との調整）

第 111 条　文部科学大臣又は都道府県の教育委員会は、

第 109 条第１項若しくは第２項の規定による指定又は前

条第１項の規定による仮指定を行うに当たつては、特に、

関係者の所有権、鉱業権その他の財産権を尊重するとと

もに、国土の開発その他の公益との調整に留意しなけれ

ばならない。

２　文部科学大臣又は文化庁長官は、名勝又は天然記念

物に係る自然環境の保護及び整備に関し必要があると認

めるときは、環境大臣に対し、意見を述べることができ

る。この場合において、文化庁長官が意見を述べるときは、

文部科学大臣を通じて行うものとする。

３　環境大臣は、自然環境の保護の見地から価値の高い

名勝又は天然記念物の保存及び活用に関し必要が在ると

認めるときは、文部科学大臣に対し、または文部科学大

臣を通じ文化庁長官に対して意見を述べることができる。

（解除）

第 112 条　特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記

念物がその価値を失つた場合その他特殊の事由のあると

きは、文部科学大臣又は都道府県の教育委員会は、その

指定又は仮指定を解除することができる。

２　第 110 条第１項の規定により仮指定された史跡名勝

天然記念物につき第 109 条第１項の規定による指定があ

つたとき、又は仮指定があつた日から二年以内に同項の

規定による指定がなかつたときは、仮指定は、その効力

を失う。

３　第 110 条第１項の規定による仮指定が適当でないと

認めるときは、文部科学大臣は、これを解除することが

できる。

４　第１項又は前項の規定による指定又は仮指定の解除

には、第 109 条第３項から第５項までの規定を準用する。

（管理団体による管理及び復旧）

第 113 条　史跡名勝天然記念物につき、所有者がないか

若しくは判明しない場合又は所有者若しくは第 119 条第

２項の規定により選任された管理の責めに任ずべき者に

よる管理が著しく困難若しくは不適当であると明らかに

認められる場合には、文化庁長官は、適当な地方公共団

体その他の法人を指定して、当該史跡名勝天然記念物の

保存のため必要な管理及び復旧（当該史跡名勝天然記念

物の保存のため必要な施設、設備その他の物件で当該史
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跡名勝天然記念物の所有者の所有又は管理に属するもの

の管理及び復旧を含む。）を行わせることができる。

２　前項の規定による指定をするには、文化庁長官は、

あらかじめ、指定しようとする地方公共団体その他の法

人の同意を得なければならない。

３　第１項の規定による指定は、その旨を官報で告示す

るとともに、当該史跡名勝天然記念物の所有者及び権原

に基づく占有者並びに指定しようとする地方公共団体そ

の他の法人に通知してする。

４　第１項の規定による指定には、第 109 条第４項及び

第５項の規定を準用する。

第 114 条　前条第１項に規定する事由が消滅した場合そ

の他特殊の事由があるときは、文化庁長官は、管理団体

の指定を解除することができる。

２　前項の規定による解除には、前条第３項並びに第

109 条第４項及び第５項の規定を準用する。

第 115 条　第 113 条第１項の規定による指定を受けた地

方公共団体その他の法人（以下この章（第 133 条の二第

１項を除く。）及び第 187 条第１項第３号において「管

理団体」という。）は、文部科学省令の定める基準により、

史跡名勝天然記念物の管理に必要な標識、説明板、境界標、

囲いその他の施設を設置しなければならない。

２　史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地について、

その土地の所在、地番、地目又は地積に異動があつたと

きは、管理団体は、文部科学省令の定めるところにより、

文化庁長官にその旨を届け出なければならない。

３　管理団体が復旧を行う場合は、管理団体は、あらか

じめ、その復旧の方法及び時期について当該史跡名勝天

然記念物の所有者（所有者が判明しない場合を除く。）及

び権原に基づく占有者の意見を聞かなければならない。

４　史跡名勝天然記念物の所有者又は占有者は、正当な

理由がなくて、管理団体が行う管理若しくは復旧又はそ

の管理若しくは復旧のため必要な措置を拒み、妨げ、又

は忌避してはならない。

第 116 条　管理団体が行う管理及び復旧に要する費用は、

この法律に特別の定めのある場合を除いて、管理団体の

負担とする。

２　前項の規定は、管理団体と所有者との協議により、

管理団体が行う管理又は復旧により所有者の受ける利益

の限度において、管理又は復旧に要する費用の一部を所

有者の負担とすることを妨げるものではない。

３　管理団体は、その管理する史跡名勝天然記念物につ

き観覧料を徴収することができる。

第 117 条　管理団体が行う管理又は復旧によつて損失を

受けた者に対しては、当該管理団体は、その通常生ずべ

き損失を補償しなければならない。

２　前項の補償の額は、管理団体（管理団体が地方公共

団体であるときは、当該地方公共団体の教育委員会）が

決定する。

３　前項の規定による補償額については、第 41 条第３

項の規定を準用する。

４　前項で準用する第 41 条第３項の規定による訴えに

おいては、管理団体を被告とする。

第 118 条　管理団体が行う管理には、第 30条、第 31条

第１項及び第 33 条の規定を、管理団体が行う管理及び

復旧には、第 35条及び第 47条の規定を、管理団体が指

定され、又はその指定が解除された場合には、第 56 条

第３項の規定を準用する。

（所有者による管理及び復旧）

第 119 条　管理団体がある場合を除いて、史跡名勝天然

記念物の所有者は、当該史跡名勝天然記念物の管理及び

復旧に当たるものとする。

２　前項の規定により史跡名勝天然記念物の管理に当た

る所有者は、当該史跡名勝天然記念物の適切な管理のた

め必要があるときは、第 192 条の二第１項に規定する文

化財保存活用支援団体その他の適当な者を専ら自己に代

わり当該史跡名勝天然記念物の管理の責めに任ずべき者

（以下この章及び第 187 条第１項第３号において「管理

責任者」という。）に選任することができる。この場合に

は、第 31条第３項の規定を準用する。

第 120 条　所有者が行う管理には、第 30 条、第 31 条

第１項、第 32 条、第 33 条並びに第 115 条第１項及び

第２項（同条第２項については、管理責任者がある場合

を除く。）の規定を、所有者が行う管理及び復旧には、第

35条及び第 47条の規定を、所有者が変更した場合の権

利義務の承継には、第 56 条第１項の規定を、管理責任

者が行う管理には、第 30 条、第 31 条第１項、第 32 条

第３項、第 33 条、第 47 条第４項及び第 115 条第２項

の規定を準用する。

（管理に関する命令又は勧告）

第 121 条　管理が適当でないため史跡名勝天然記念物が

滅失し、き損し、衰亡し、又は盗み取られるおそれがあ

ると認めるときは、文化庁長官は、管理団体、所有者又

は管理責任者に対し、管理方法の改善、保存施設の設置

その他管理に関し必要な措置を命じ、又は勧告すること

ができる。
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状変更については維持の措置又は非常災害のために必要

な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為につい

ては影響の軽微である場合は、この限りでない。

２　前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、文部

科学省令で定める。

３　第１項の規定による許可を与える場合には、第 43

条第３項の規定を、第１項の規定による許可を受けた者

には、同条第４項の規定を準用する。

４　第１項の規定による処分には、第 111 条第１項の規

定を準用する。

５　第１項の許可を受けることができなかつたことによ

り、又は第３項で準用する第 43条第３項の許可の条件を

付せられたことによつて損失を受けた者に対しては、国

は、その通常生ずべき損失を補償する。

６　前項の場合には、第 41 条第２項から第４項までの

規定を準用する。

７　第１項の規定による許可を受けず、又は第３項で準

用する第43条第３項の規定による許可の条件に従わない

で、史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存

に影響を及ぼす行為をした者に対しては、文化庁長官は、

原状回復を命ずることができる。この場合には、文化庁

長官は、原状回復に関し必要な指示をすることができる。

（関係行政庁による通知）

第 126 条　前条第１項の規定により許可を受けなければ

ならないこととされている行為であつてその行為をする

について、他の法令の規定により許可、認可その他の処

分で政令に定めるものを受けなければならないこととさ

れている場合において、当該他の法令において当該処分

の権限を有する行政庁又はその委任を受けた者は、当該

処分をするときは、政令の定めるところにより、文化庁

長官（第 184 条第１項又は第 184 条の二第１項の規定に

より前条第１項の規定による許可を都道府県又は市町村

の教育委員会が行う場合には、当該都道府県又は市町村

の教育委員会）に対し、その旨を通知するものとする。

（復旧の届出等）

第 127 条　史跡名勝天然記念物を復旧しようとするとき

は、管理団体又は所有者は、復旧に着手しようとする日

の三十日前までに、文部科学省令の定めるところにより、

文化庁長官にその旨を届け出なければならない。ただし、

第 125 条第１項の規定により許可を受けなければならな

い場合その他文部科学省令の定める場合は、この限りで

ない。

２　史跡名勝天然記念物の保護上必要があると認めると

２　前項の場合には、第 36 条第２項及び第３項の規定

を準用する。

（復旧に関する命令又は勧告）

第 122 条　文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念物がき

損し、又は衰亡している場合において、その保存のため

必要があると認めるときは、管理団体又は所有者に対し、

その復旧について必要な命令又は勧告をすることができ

る。

２　文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念物以外の史跡

名勝天然記念物が、き損し、又は衰亡している場合にお

いて、その保存のため必要があると認めるときは、管理

団体又は所有者に対し、その復旧について必要な勧告を

することができる。

３　前２項の場合には、第 37 条第３項及び第４項の規

定を準用する。

（文化庁長官による特別史跡名勝天然記念物の復旧等の施

行）

第 123 条　文化庁長官は、次の各号のいずれかに該当す

る場合においては、特別史跡名勝天然記念物につき自ら

復旧を行い、又は滅失、き損、衰亡若しくは盗難の防止

の措置をすることができる。

一　管理団体、所有者又は管理責任者が前二条の規定に

よる命令に従わないとき。

二　特別史跡名勝天然記念物がき損し、若しくは衰亡し

ている場合又は滅失し、き損し、衰亡し、若しくは盗み

取られるおそれのある場合において、管理団体、所有者

又は管理責任者に復旧又は滅失、き損、衰亡若しくは盗

難の防止の措置をさせることが適当でないと認められる

とき。

２　前項の場合には、第 38条第２項及び第 39条から第

41条までの規定を準用する。

（補助等に係る史跡名勝天然記念物譲渡の場合の納付金）

第 124 条　国が復旧又は滅失、き損、衰亡若しくは盗難

の防止の措置につき第 118条及び第 120条で準用する第

35 条第１項の規定により補助金を交付し、又は第 121

条第２項で準用する第 36 条第２項、第 122 条第３項で

準用する第37条第３項若しくは前条第２項で準用する第

40条第１項の規定により費用を負担した史跡名勝天然記

念物については、第 42条の規定を準用する。

（現状変更等の制限及び原状回復の命令）

第 125 条　史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするときは、

文化庁長官の許可を受けなければならない。ただし、現
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きは、文化庁長官は、前項の届出に係る史跡名勝天然記

念物の復旧に関し技術的な指導と助言を与えることがで

きる。

（環境保全）

第 128 条　文化庁長官は、史跡名勝天然記念物の保存の

ため必要があると認めるときは、地域を定めて一定の行

為を制限し、若しくは禁止し、又は必要な施設をするこ

とを命ずることができる。

２　前項の規定による処分によつて損失を受けた者に対

しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。

３　第１項の規定による制限又は禁止に違反した者には、

第 125 条第７項の規定を、前項の場合には、第 41 条第

２項から第４項までの規定を準用する。

（管理団体による買取りの補助）

第 129 条　管理団体である地方公共団体その他の法人が、

史跡名勝天然記念物の指定に係る土地又は建造物その他

の土地の定着物で、その管理に係る史跡名勝天然記念物

の保存のため特に買い取る必要があると認められるもの

を買い取る場合には、国は、その買取りに要する経費の

一部を補助することができる。

２　前項の場合には、第 35 条第２項及び第３項並びに

第 42条の規定を準用する。

（史跡名勝天然記念物保存活用計画の認定）

第 129 条の二　史跡名勝天然記念物の管理団体又は所有

者は、文部科学省令で定めるところにより、史跡名勝天

然記念物の保存及び活用に関する計画（以下「史跡名勝

天然記念物保存活用計画」という。）を作成し、文化庁長

官の認定を申請することができる。

２　史跡名勝天然記念物保存活用計画には、次に掲げる

事項を記載するものとする。

一　当該史跡名勝天然記念物の名称及び所在地

二　当該史跡名勝天然記念物の保存及び活用のために　

行う具体的な措置の内容

三　計画期間

四　その他文部科学省令で定める事項

３　前項第２号に掲げる事項には、当該史跡名勝天然記

念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為に関する事

項を記載することができる。

４　文化庁長官は、第１項の規定による認定の申請があ

つた場合において、その史跡名勝天然記念物保存活用計

画が次の各号のいずれにも適合するものであると認める

ときは、その認定をするものとする。

一　当該史跡名勝天然記念物保存活用計画の実施が当該

史跡名勝天然記念物の保存及び活用に寄与するものであ

ると認められること。

二　円滑かつ確実に実施されると見込まれるものである

こと。

三　第 183 条の二第１項に規定する文化財保存活用大綱

又は第 183 条の五第１項に規定する認定文化財保存活用

地域計画が定められているときは、これらに照らし適切

なものであること。

四　当該史跡名勝天然記念物保存活用計画に前項に規定

する事項が記載されている場合には、その内容が史跡名

勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為を

適切に行うために必要なものとして文部科学省令で定め

る基準に適合するものであること。

５　文化庁長官は、前項の認定をしたときは、遅滞なく、

その旨を当該認定を申請した者に通知しなければならな

い。

（認定を受けた史跡名勝天然記念物保存活用計画の変更）

第 129 条の三　前条第４項の認定を受けた史跡名勝天然

記念物の管理団体又は所有者は、当該認定を受けた史跡

名勝天然記念物保存活用計画の変更（文部科学省令で定

める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、文化庁

長官の認定を受けなければならない。

２　前条第４項及び第５項の規定は、前項の認定につい

て準用する。

（現状変更等の許可の特例）

第 129 条の四　第 129 条の二第３項に規定する事項が記

載された史跡名勝天然記念物保存活用計画が同条第４項

の認定（前条第１項の変更の認定を含む。以下この章及

び第 153 条第２項第 23 号において同じ。）を受けた場

合において、当該史跡名勝天然記念物の現状変更又は保

存に影響を及ぼす行為をその記載された事項の内容に即

して行うに当たり、第 125 条第１項の許可を受けなけれ

ばならないときは、同項の規定にかかわらず、当該現状

変更又は保存に影響を及ぼす行為が終了した後遅滞なく、

文部科学省令で定めるところにより、その旨を文化庁長

官に届け出ることをもつて足りる。

（認定史跡名勝天然記念物保存活用計画の実施状況に関す

る報告の徴収）

第 129 条の五　文化庁長官は、第 129 条の二第４項の認

定を受けた史跡名勝天然記念物の管理団体又は所有者に

対し、当該認定を受けた史跡名勝天然記念物保存活用計

画（変更があつたときは、その変更後のもの。次条第１

項及び第 129 条の七において「認定史跡名勝天然記念物
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物又は史跡名勝天然記念物としての価値を調査する必要

があるとき。

２　前項の規定による調査又は措置によつて損失を受け

た者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。

３　第１項の規定により立ち入り、調査する場合には、

第 55条第２項の規定を、前項の場合には、第 41条第２

項から第４項までの規定を準用する。

第十二章　補則

第二節　国に関する特例

第 168 条　次に掲げる場合には、関係各省各庁の長は、

あらかじめ、文部科学大臣を通じ文化庁長官の同意を求

めなければならない。

一　重要文化財又は史跡名勝天然記念物の現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするとき。

２　各省各庁の長以外の国の機関が、重要文化財又は史

跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響

を及ぼす行為をしようとするときは、あらかじめ、文化

庁長官の同意を求めなければならない。

３　第１項第１号及び前項の場合には、第 43 条第１項

ただし書及び同条第２項並びに第 125 条第１項ただし書

及び同条第２項の規定を準用する。

４　文化庁長官は、第１項第１号又は第２項に規定する

措置につき同意を与える場合においては、その条件とし

てその措置に関し必要な勧告をすることができる。

５　関係各省各庁の長その他の国の機関は、前項の規定

による文化庁長官の勧告を十分に尊重しなければならな

い。

第 169 条　文化庁長官は、必要があると認めるときは、

文部科学大臣を通じ各省各庁の長に対し、次に掲げる事

項につき必要な勧告をすることができる。

一　所管に属する重要文化財、重要有形民俗文化財又は

史跡名勝天然記念物の管理方法

二　所管に属する重要文化財、重要有形民俗文化財、史

跡名勝天然記念物又は重要文化的景観の修理若しくは復

旧又は滅失、き損、衰亡若しくは盗難の防止の措置

三　重要文化財又は史跡名勝天然記念物の環境保全のた

め必要な施設

２　前項の勧告については、前条第５項の規定を準用す

る。

３　第１項の規定による文化庁長官の勧告に基づいて施

行する同項第２号に規定する修理、復旧若しくは措置又

は同項第３号に規定する施設に要する経費の分担につい

ては、文部科学大臣と各省各庁の長が協議して定める。

保存活用計画」という。）の実施の状況について報告を求

めることができる。

（認定の取消し）

第 129 条の六　文化庁長官は、認定史跡名勝天然記念物

保存活用計画が第 129 条の二第４項各号のいずれかに適

合しなくなつたと認めるときは、その認定を取り消すこ

とができる。

２　文化庁長官は、前項の規定により認定を取り消した

ときは、遅滞なく、その旨を当該認定を受けていた者に

通知しなければならない。

（管理団体等への指導又は助言）

第 129 条の七　都道府県及び市町村の教育委員会は、史

跡名勝天然記念物の管理団体又は所有者の求めに応じ、

史跡名勝天然記念物保存活用計画の作成及び認定史跡名

勝天然記念物保存活用計画の円滑かつ確実な実施に関し

必要な指導又は助言をすることができる。

２　文化庁長官は、史跡名勝天然記念物の管理団体又は

所有者の求めに応じ、史跡名勝天然記念物保存活用計画

の作成及び認定史跡名勝天然記念物保存活用計画の円滑

かつ確実な実施に関し必要な指導又は助言をするように

努めなければならない。

（保存のための調査）

第 130 条　文化庁長官は、必要があると認めるときは、

管理団体、所有者又は管理責任者に対し、史跡名勝天然

記念物の現状又は管理、復旧若しくは環境保全の状況に

つき報告を求めることができる。

第 131 条　文化庁長官は、次の各号のいずれかに該当す

る場合において、前条の報告によつてもなお史跡名勝天

然記念物に関する状況を確認することができず、かつ、

その確認のため他に方法がないと認めるときは、調査に

当たる者を定め、その所在する土地又はその隣接地に立

ち入つてその現状又は管理、復旧若しくは環境保全の状

況につき実地調査及び土地の発掘、障害物の除却その他

調査のため必要な措置をさせることができる。ただし、

当該土地の所有者、占有者その他の関係者に対し、著し

い損害を及ぼすおそれのある措置は、させてはならない。

一　史跡名勝天然記念物に関する現状変更又は保存に影

響を及ぼす行為の許可の申請があつたとき。

二　史跡名勝天然記念物がき損し、又は衰亡していると

き。

三　史跡名勝天然記念物が滅失し、き損し、衰亡し、又

は盗み取られるおそれのあるとき。

四　特別の事情によりあらためて特別史跡名勝天然記念
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定による史跡名勝天然記念物の管理又は特別史跡名勝天

然記念物の復旧に関する文化庁長官の命令に従わなかつ

た者

第 202 条　次の各号のいずれかに該当する者は、十万円

以下の過料に処する。

五　第 53 条の六（第 85 条の四（第 174 条の二第１項

において準用する場合を含む。）及び第 174 条の二第１

項において準用する場合を含む。）、第 54 条（第 86 条

及び第 172 条第５項において準用する場合を含む。）、第

55 条、第 67 条の五（第 90 条の四及び第 133 条の四に

おいて準用する場合を含む。）、第 68条（第 90条第３項

及び第 133 条において準用する場合を含む。）、第 76 条

の四（第 89 条の三において準用する場合を含む。）、第

129 条の五（第 174 条の二第１項において準用する場合

を含む。）、第 130 条（第 172 条第５項において準用する

場合を含む。）、第 131条又は第 140条の規定に違反して、

報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は当該公務員

の立入調査若しくは調査のための必要な措置の施行を拒

み、妨げ、若しくは忌避した者

七　正当な理由がなくて、第 128 条第１項の規定による

制限若しくは禁止又は施設の命令に違反した者

第 203 条　次の各号のいずれかに該当する者は、五万円

以下の過料に処する。

二　第 31 条第３項（第 60 条第４項（第 90 条第３項に

おいて準用する場合を含む。）、第 80 条及び第 119 条第

２項（第 133 条において準用する場合を含む。）におい

て準用する場合を含む。）、第 32条（第 60条第４項（第

90条第３項において準用する場合を含む。）、第 80条及

び第 120 条（第 133 条において準用する場合を含む。）

において準用する場合を含む。）、第 33条（第 80条、第

118 条及び第 120 条（これらの規定を第 133 条におい

て準用する場合を含む。）並びに第 172 条第５項におい

て準用する場合を含む。）、第 34条（第 80条及び第 172

条第５項において準用する場合を含む。）、第 43 条の二

第１項、第 53条の四若しくは第 53条の五（これらの規

定を第174条の二第１項において準用する場合を含む。）、

第 61 条若しくは第 62 条（これらの規定を第 90 条第３

項において準用する場合を含む。）、第 64 条第１項（第

90 条第３項及び第 133 条において準用する場合を含

む。）、第 65条第１項（第 90条第３項において準用する

場合を含む。）、第 67条の四、第 73条、第 81条第１項、

第 84 条第１項本文、第 85 条の三（第 174 条の二第１

項において準用する場合を含む。）、第 90条の三、第 92

第十三章　罰則

第 196 条　史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はそ

の保存に影響を及ぼす行為をして、これを滅失し、毀損し、

又は衰亡するに至らしめた者は、五年以下の懲役若しく

は禁錮又は百万円以下の罰金に処する。

２　前項に規定する者が当該史跡名勝天然記念物の所

有者であるときは、二年以下の懲役若しくは禁錮又は

五十万円以下の罰金若しくは科料に処する。

第 197 条　次の各号のいずれかに該当する者は、五十万

円以下の罰金に処する。

一　第 43 条又は第 125 条の規定に違反して、許可を受

けず、若しくはその許可の条件に従わないで、重要文化

財若しくは史跡名勝天然記念物の現状を変更し、若しく

はその保存に影響を及ぼす行為をし、又は現状変更若し

くは保存に影響を及ぼす行為の停止の命令に従わなかつ

た者

第 198 条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万

円以下の罰金に処する。

三　第 123 条第２項（第 186 条第２項において準用する

場合を含む。）において準用する第 39条第３項において

準用する第 32 条の二第５項の規定に違反して、特別史

跡名勝天然記念物の復旧又は滅失、毀損、衰亡若しくは

盗難の防止の措置の施行を拒み、又は妨げた者

第 199 条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者がその法人又は人の業務又は財産

の管理に関して第 193 条から前条までの違反行為をした

ときは、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対し、

各本条の罰金刑を科する。

第 200 条　第 39条第１項（第 47条第３項（第 83条で

準用する場合を含む。）、第 123 条第２項、第 186 条第２

項又は第 187 条第２項で準用する場合を含む。）、第 49

条（第 85条で準用する場合を含む。）又は第 185 条第２

項に規定する重要文化財、重要有形民俗文化財又は史跡

名勝天然記念物の管理、修理又は復旧の施行の責めに任

ずべき者が怠慢又は重大な過失によりその管理、修理又

は復旧に係る重要文化財、重要有形民俗文化財又は史跡

名勝天然記念物を滅失し、き損し、衰亡し、又は盗み取

られるに至らしめたときは、三十万円以下の過料に処す

る。

第 201 条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万

円以下の過料に処する。

二　正当な理由がなくて、第 121 条第１項（第 172 条第

５項で準用する場合を含む。）又は第 122 条第１項の規
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第４条　この法律において「都市計画」とは、都市の健

全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施

設の整備及び市街地開発事業に関する計画で、次章の規

定に従い定められたものをいう。

２　この法律において「都市計画区域」とは次条の規定

により指定された区域を、「準都市計画区域」とは第５条

の二の規定により指定された区域をいう。

３　この法律において「地域地区」とは、第 8条第１項

各号に掲げる地域、地区又は街区をいう。

９　この法律において「地区計画等」とは、第 12 条の

四第１項各号に掲げる計画をいう。

10　この法律において「建築物」とは建築基準法（昭和

二十五年法律第二百一号）第２条第１号に定める建築物

を、「建築」とは同条第 13号に定める建築をいう。

11　この法律において「特定工作物」とは、コンクリー

トプラントその他周辺の地域の環境の悪化をもたらすお

それがある工作物で政令で定めるもの（以下「第一種特

定工作物」という。）又はゴルフコースその他大規模な工

作物で政令で定めるもの（以下「第二種特定工作物」と

いう。）をいう。

12　この法律において「開発行為」とは、主として建築

物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行な

う土地の区画形質の変更をいう。

13　この法律において「開発区域」とは、開発行為をす

る土地の区域をいう。

■建築基準法（抄）（昭和二十五年法律第二百一号）

第一章　総則

（用語の定義）

第２条　この法律において次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一　建築物　土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱

若しくは壁を有するもの（これに類する構造のものを含

む。）、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作

物又は地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、店

舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及び

軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨線橋、

プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類する施

設を除く。）をいい、建築設備を含むものとする。

■地方税法（抄）（昭和二十五年法律第二百二十六号）

第三章　市町村の普通税

第二節　固定資産税

条第１項、第 96条第１項、第 115 条第２項（第 120 条、

第 133 条及び第 172 条第５項において準用する場合を

含む。）、第 127 条第１項、第 129 条の四（第 174 条の

二第１項において準用する場合を含む。）、第 133 条の三、

第 136 条又は第 139 条第１項の規定に違反して、届出を

せず、又は虚偽の届出をした者

三　第 32 条の二第５項（第 34 条の三第２項（第 83 条

において準用する場合を含む。）、第 60 条第４項及び第

63条第２項（これらの規定を第 90条第３項において準

用する場合を含む。）並びに第 80条において準用する場

合を含む。）又は第 115 条第４項（第 133 条において準

用する場合を含む。）の規定に違反して、管理、修理若し

くは復旧又は管理、修理若しくは復旧のため必要な措置

を拒み、妨げ、又は忌避した者

■土地基本法（抄）（平成元年法律第八十四号）

第一章　総則

（目的）

第１条　この法律は、土地についての基本理念を定め、

並びに土地所有者等、国、地方公共団体、事業者及び国

民の土地についての基本理念に係る責務を明らかにする

とともに、土地に関する施策の基本となる事項を定める

ことにより、土地が有する効用の十分な発揮、現在及び

将来における地域の良好な環境の確保並びに災害予防、

災害応急対策、災害復旧及び災害からの復興に資する適

正な土地の利用及び管理並びにこれらを促進するための

土地の取引の円滑化及び適正な地価の形成に関する施策

を総合的に推進し、もって地域の活性化及び安全で持続

可能な社会の形成を図り、国民生活の安定向上と国民経

済の健全な発展に寄与することを目的とする。

（土地についての公共の福祉優先）

第２条　土地は、現在及び将来における国民のための限

られた貴重な資源であること、国民の諸活動にとって不

可欠の基盤であること、その利用及び管理が他の土地の

利用及び管理と密接な関係を有するものであること、そ

の価値が主として人口及び産業の動向、土地の利用及び

管理の動向、社会資本の整備状況その他の社会的経済的

条件により変動するものであること等公共の利害に関係

する特性を有していることに鑑み、土地については、公

共の福祉を優先させるものとする。

■都市計画法（抄）（昭和四十三年法律第百号）

（定義）
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するものとされる旧重要美術品等の保存に関する法律（昭

和八年法律第四十三号）第２条第１項の規定により認定

された物件のうち、建造物、遺跡、名勝地その他これら

に類するもの

■文化財保護法施行令（抜粋）

（昭和五十年政令第二百六十七号）

（平成三一年政令第一八号による改正）

（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務）

第５条　次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、

都道府県の教育委員会（当該都道府県が特定地方公共団

体である場合にあつては、当該都道府県の知事。以下同

じ。）が行うこととする。ただし、我が国にとつて歴史上

又は学術上の価値が特に高いと認められる埋蔵文化財に

ついて、文化庁長官がその保護上特に必要があると認め

るときは、自ら第５号に掲げる事務（法第 92 条第１項

の規定による届出の受理及び法第 94条第１項又は第 97

条第１項の規定による通知の受理を除く。）を行うことを

妨げない。

一　法第 35 条第３項（法第 83 条、第 118 条、第 120

条及び第 172 条第５項において準用する場合を含む。）

の規定による指揮監督（管理に係るものに限る。）並びに

法第 36 条第３項（法第 83 条、第 121 条第２項（法第

172 条第５項において準用する場合を含む。）及び第 172

条第５項において準用する場合を含む。）、第 46 条の二

第２項及び第 129 条第２項において準用する法第 35 条

第３項の規定による指揮監督

二　法第 43 条第４項（法第 125 条第３項において準用

する場合を含む。）の規定による現状変更又は保存に影響

を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）の停止命令

（文化庁長官が許可した現状変更等に係るものに限る。）

四　法第 53 条第４項の規定による公開の停止命令（文

化庁長官が許可した公開に係るものに限る。）

４　次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道

府県の教育委員会（第１号イからリまで及びルに掲げる

現状変更等が市の区域（法第 115 条第１項に規定する管

理団体（以下この条及び次条第２項第１号イにおいて単

に「管理団体」という。）が都道府県である史跡名勝天然

記念物の管理のための計画（以下この条並びに次条第２

項第１号イ及びハにおいて「管理計画」という。）を当該

都道府県の教育委員会が定めている区域を除く。以下こ

の項において「市の特定区域」という。）内において行わ

れる場合、第１号ヌに掲げる現状変更等を行う動物園又

（固定資産税の非課税の範囲）

第 348 条　市町村は、国並びに都道府県、市町村、特別区、

これらの組合、財産区及び合併特例区に対しては、固定

資産税を課することができない。

２　固定資産税は、次に掲げる固定資産に対しては課す

ることができない。ただし、固定資産を有料で借り受け

た者がこれを次に掲げる固定資産として使用する場合に

は、当該固定資産の所有者に課することができる。

八　文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の

規定によつて国宝、重要文化財、重要有形民俗文化財、

特別史蹟、史蹟、特別名勝、名勝、特別天然記念物若し

くは天然記念物として指定され、若しくは旧重要美術品

等の保存に関する法律（昭和八年法律第四十三号）第２

条第１項の規定により認定された家屋又はその敷地

■地価税法（抄）（平成三年法律第六十九号）

（非課税）

第６条　国及び公共法人が有する土地等については、国

及び当該公共法人には、地価税を課さない。

５　別表第一に掲げる土地等に該当するもの（当該土地

等が同表第 5号、第 6号、第 8号から第 19 号まで及び

第 21号から第 24号までの規定に規定する施設、設備又

は工作物（以下この項において「施設等」という。）の用

以外の用にも供されているときは当該土地等のうち当該

施設等の用以外の用に供されている部分として政令で定

める部分を除くものとし、当該施設等として使用されて

いる建物等が貸し付けられているものであるときは専ら

当該施設等として使用されている建物等で政令で定める

ものの用に供されている土地等に限る。）については、地

価税を課さない。

別表第一（第六条関係）

七　次に掲げるものに係る土地等（政令で定めるものに

限る。）

イ　文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第

27条（指定）の規定により指定された重要文化財若しく

は国宝、同法第 78 条第１項（重要有形民俗文化財及び

重要無形民俗文化財の指定）の規定により指定された重

要有形民俗文化財、同法第 109 条（指定）の規定により

指定された史跡、名勝若しくは天然記念物若しくは特別

史跡、特別名勝若しくは特別天然記念物、同法第 182 条

第２項（地方公共団体の事務）の規定に基づく条例の規

定により指定された文化財又は同法附則第４条第１項（法

令廃止に伴う経過規定）の規定によりなおその効力を有
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は水族館が市の特定区域内に存する場合並びに同号ヲに

規定する指定区域が市の特定区域内に存する場合にあつ

ては、当該市の教育委員会（当該市が特定地方公共団体

である場合にあつては、当該市の長。以下この条におい

て同じ。））が行うこととする。

一　次に掲げる現状変更等（イからチまでに掲げるもの

にあつては、史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内に

おいて行われるものに限る。）に係る法第 125 条第１項

並びに同条第３項において準用する法第 43 条第３項及

び第４項の規定による許可及びその取消し並びに停止命

令

イ　小規模建築物（階数が二以下で、かつ、地階を有し

ない木造又は鉄骨造の建築物であつて、建築面積（増

築又は改築にあつては、増築又は改築後の建築面積）が

百二十平方メートル以下のものをいう。ロにおいて同じ。）

で二年以内の期間を限つて設置されるものの新築、増築

又は改築

ロ　小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又は改築

にあつては、建築の日から五十年を経過していない小規

模建築物に係るものに限る。）であつて、指定に係る地域

の面積が百五十ヘクタール以上である史跡名勝天然記念

物に係る都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第８条

第１項第１号の第一種低層住居専用地域、第二種低層住

居専用地域又は田園住居地域におけるもの

ハ　工作物（建築物を除く。以下このハにおいて同じ。）

の設置若しくは改修（改修にあつては、設置の日から

五十年を経過していない工作物に係るものに限る。）又は

道路の舗装若しくは修繕（それぞれ土地の掘削、盛土、

切土その他土地の形状の変更を伴わないものに限る。）

ニ　法第 115 条第１項（法第 120 条及び第 172 条第５

項において準用する場合を含む。）に規定する史跡名勝天

然記念物の管理に必要な施設の設置又は改修

ホ　電柱、電線、ガス管、水管、下水道管その他これら

に類する工作物の設置又は改修

ヘ　建築物等の除却（建築又は設置の日から五十年を経

過していない建築物等に係るものに限る。）

ト　木竹の伐採（名勝又は天然記念物の指定に係る木竹

については、危険防止のため必要な伐採に限る。）

チ　史跡名勝天然記念物の保存のため必要な試験材料の

採取

ヲ　イからルまでに掲げるもののほか、史跡名勝天然記

念物の指定に係る地域のうち指定区域（当該史跡名勝天

然記念物の管理計画を都道府県の教育委員会（当該管理

計画が市の区域（管理団体が当該都道府県である史跡名

勝天然記念物の指定に係る地域内の区域に限る。）又は町

村の区域（次条第７項に規定する特定認定市町村である

町村であつて同条第２項に規定する事務を行うこととさ

れたものにあつては、管理団体が当該都道府県である史

跡名勝天然記念物の指定に係る地域内の区域に限る。）を

対象とする場合に限る。）又は市の教育委員会（当該管理

計画が市の特定区域を対象とする場合に限る。）が定めて

いる区域のうち当該都道府県又は市の教育委員会の申出

に係るもので、現状変更等の態様、頻度その他の状況を

勘案して文化庁長官が指定する区域をいう。）における現

状変更等

二　法第 130 条（法第 172 条第５項において準用する場

合を含む。）及び第 131 条の規定による調査及び調査の

ため必要な措置の施行（前号イからヲまでに掲げる現状

変更等に係る法第 125 条第１項の規定による許可の申請

に係るものに限る。）

５　前項の管理計画に記載すべき事項は、文部科学省令

で定める。

６　都道府県の教育委員会は、管理団体が当該都道府県

である史跡名勝天然記念物について、市の区域を対象と

する管理計画を定めようとするときは、あらかじめ、当

該市の教育委員会に協議し、その同意を得なければなら

ない。これを変更し、又は廃止しようとするときも、同

様とする。

７　第４項の規定により同項各号に掲げる事務のうち市

の区域に係るものを行おうとする都道府県の教育委員会

は、文部科学省令で定めるところにより、その旨を公示

しなければならない。これを変更し、又は廃止しようと

するときも、同様とする。

８　文化庁長官は、第４項第１号ヲの規定による指定区

域の指定をしたときは、その旨を官報で告示しなければ

ならない。

９　第１項本文、第２項本文、第３項及び第４項の場合

においては、法の規定中これらの規定により都道府県又

は市の教育委員会が行う事務に係る文化庁長官に関する

規定は、都道府県又は市の教育委員会に関する規定とし

て都道府県又は市の教育委員会に適用があるものとする。

（認定市町村の教育委員会が処理することができる事務）

第６条　法第 184 条の二第１項の規定により認定市町

村（法第 183 条の三第５項の認定を受けた市町村をいい、

指定都市等であるものを除く。以下この条及び第八条に

おいて同じ。）の教育委員会（当該認定市町村が特定地方



参考資料４　関係法令・通知等

109

公共団体である場合にあつては、当該認定市町村の長。

以下この条において同じ。）が行うこととすることができ

る事務は、次に掲げる事務の全部又は一部とする。

一　前条第３項第１号及び第３号に掲げる事務（同項第

１号イ及びロに掲げる現状変更等が当該認定市町村の区

域内において行われる場合に限る。）

２　法第 184 条の二第１項の規定により認定市町村であ

る町村の教育委員会（当該町村が特定地方公共団体であ

る場合にあつては、当該町村の長。以下この項において

同じ。）が行うこととすることができる事務は、前項に規

定するもののほか、次に掲げる事務の全部又は一部とす

る。

一　次に掲げる現状変更等に係る法第 125 条第１項並び

に同条第３項において準用する法第 43 条第３項及び第

４項の規定による許可及びその取消し並びに停止命令

イ　前条第４項第１号イからリまで及びルに掲げる現状

変更等（認定市町村である町村の区域（管理団体が都道

府県である史跡名勝天然記念物の管理計画を当該都道府

県の教育委員会が定めている区域を除く。以下この号に

おいて「認定町村の特定区域」という。）内において行わ

れる場合に限り、同項第１号イからチまでに掲げる現状

変更等にあつては、史跡名勝天然記念物の指定に係る地

域内において行われるものに限る。）

ハ　イ及びロに掲げるもののほか、史跡名勝天然記念物

の指定に係る地域のうち指定区域（当該史跡名勝天然記

念物の管理計画を認定市町村である町村の教育委員会（当

該管理計画が認定町村の特定区域を対象とする場合に限

る。）が定めている区域のうち当該町村の教育委員会の申

出に係るもので、現状変更等の態様、頻度その他の状況

を勘案して文化庁長官が指定する区域をいう。以下この

ハ及び第９項において同じ。）における現状変更等（当該

指定区域が認定町村の特定区域内に存する場合に限る。）

二　法第 130 条（法第 172 条第５項において準用する場

合を含む。）及び第 131 条の規定による調査及び調査の

ため必要な措置の施行（前号イからハまでに掲げる現状

変更等に係る法第 125 条第１項の規定による許可の申請

に係るものに限る。）

３　文化庁長官は、法第 184 条の二第１項の規定により

前２項に規定する事務を認定市町村の教育委員会が行う

こととする場合には、当該認定市町村の教育委員会が行

うこととする事務の内容及び当該事務を行うこととする

期間を明らかにして、当該認定市町村の教育委員会がそ

の事務を行うこととすることについて、あらかじめ、当

該認定市町村の属する都道府県の教育委員会（前条第３

項又は第４項の規定によりその事務の全部又は一部を行

つているものに限る。）に協議するとともに、当該認定市

町村の教育委員会の同意を求めなければならない。

４　認定市町村の教育委員会は、前項の規定により文化

庁長官から同意を求められたときは、その内容について

同意をするかどうかを決定し、その旨を文化庁長官に通

知するものとする。

５　文化庁長官は、法第 184 条の二第１項の規定により

第１項又は第２項に規定する事務を認定市町村の教育委

員会が行うこととした場合においては、直ちに、その旨

並びに当該認定市町村の教育委員会が行うこととする事

務の内容及び当該事務を行うこととする期間を官報で告

示しなければならない。

６　前３項の規定は、前項の規定に基づき告示された事

務の内容若しくは当該事務を行うこととした期間を変更

し、又は当該事務を認定市町村の教育委員会が行わない

こととする場合について準用する。

７　第５項に規定する場合においては、法の規定中同項

（前項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の規定に基づき告示された事務に係る文化庁長官に関す

る規定は、特定認定市町村（法第 184 条の二第１項の規

定により当該事務を行うこととされた認定市町村をいう。

以下この項及び次項において同じ。）の教育委員会に関す

る規定として特定認定市町村の教育委員会に適用がある

ものとする。

８　第５項の規定に基づき告示された期間における当該

特定認定市町村の属する都道府県の教育委員会について

の前条第３項、第４項、第６項及び第７項の規定の適用

については、同条第３項及び第４項中「属する事務」と

あるのは「属する事務（次条第５項の規定に基づき告示

された事務を除く。）」と、同条第６項及び第７項中「市の」

とあるのは「市又は次条第７項に規定する特定認定市町

村である町村の」とする。

９　前条第８項の規定は、第２項第１号ハの規定による

指定区域の指定について準用する。

■都市計画法施行令（抜粋）

（昭和四十四年政令第百五十八号）

第一章　総則

（特定工作物）

第１条　都市計画法（以下「法」という。）第 4条第 11

項の周辺の地域の環境の悪化をもたらすおそれがある工
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作物で政令で定めるものは、次に掲げるものとする。

一　アスファルトプラント

二　クラッシャープラント

三　危険物（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第

三百三十八号）第 116 条第１項の表の危険物品の種類の

欄に掲げる危険物をいう。）の貯蔵又は処理に供する工作

物（石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号）

第５条第２項第２号に規定する事業用施設に該当する

もの、港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第２条

第５項第８号に規定する保管施設又は同項第８号の二に

規定する船舶役務用施設に該当するもの、漁港漁場整備

法（昭和二十五年法律第百三十七号）第３条第２号ホに

規定する補給施設に該当するもの、航空法（昭和二十七

年法律第二百三十一号）による公共の用に供する飛行場

に建設される航空機給油施設に該当するもの、電気事業

法（昭和三十九年法律第百七十号）第２条第１項第十六

号に規定する電気事業（同項第２号に規定する小売電気

事業を除く。）の用に供する同項第十八号に規定する電気

工作物に該当するもの及びガス事業法（昭和二十九年法

律第五十一号）第２条第 13項に規定するガス工作物（同

条第２項に規定するガス小売事業の用に供するものを除

く。）に該当するものを除く。）

２　法第４条第 11 項の大規模な工作物で政令で定める

ものは、次に掲げるもので、その規模が一ヘクタール以

上のものとする。

一　野球場、庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園その

他の運動・レジャー施設である工作物（学校教育法（昭

和二十二年法律第二十六号）第１条に規定する学校（大

学を除く。）又は就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第

七十七号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こど

も園の施設に該当するもの、港湾法第２条第５項第９号

の三に規定する港湾環境整備施設に該当するもの、都市

公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第２条第１項に

規定する都市公園に該当するもの及び自然公園法（昭和

三十二年法律第百六十一号）第２条第６号に規定する公

園事業又は同条第４号に規定する都道府県立自然公園の

これに相当する事業により建設される施設に該当するも

のを除く。）

二　墓園

■建築基準法施行令（抜粋）

（昭和二十五年政令第三百三十八号）

（面積、高さ等の算定方法）

第２条　次の各号に掲げる面積、高さ及び階数の算定方

法は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

二　建築面積建築物（地階で地盤面上一メートル以下に

ある部分を除く。以下この号において同じ。）の外壁又は

これに代わる柱の中心線（軒、ひさし、はね出し縁その

他これらに類するもので当該中心線から水平距離一メー

トル以上突き出たものがある場合においては、その端か

ら水平距離一メートル後退した線）で囲まれた部分の水

平投影面積による。ただし、国土交通大臣が高い開放性

を有すると認めて指定する構造の建築物又はその部分に

ついては、その端から水平距離一メートル以内の部分の

水平投影面積は、当該建築物の建築面積に算入しない。

■特別史跡名勝天然記念物及び史跡名勝天然記念物指定

基準（抜粋）

（昭和 26年５月 10日　文化財保護委員会告示第２号　

一部改正　平成７年３月６日）

名勝

左に掲げるもののうちわが国のすぐれた国土美として

欠くことのできないものであって、その自然的なものに

おいては、風致景観の優秀なもの、名所的あるいは学術

的価値の高いもの、また人文的なものにおいては、芸術

的あるいは学術的価値の高いもの

一　公園、庭園

二　橋梁、築堤

三　花樹、花草、紅葉、緑樹などの叢生する場所

四　鳥獣、魚虫などの棲息する場所

五　岩石、洞穴

六　峡谷、瀑布、渓流、深淵

七　湖沼、湿原、浮島、湧泉

ハ　砂丘、砂嘴、海浜、島嶼

九　火山、温泉�

十�　山岳、丘陵、高原、平原、河川

十一　展望地点

特別名勝

名勝のうち価値が特に高いもの

■特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の現

状変更等の許可申請等に関する規則

（昭和 26年文化財保護委員会規則第 10号）

文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第 80

条の規定を実施するため，同法第 15 条第１項の規定に
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基き、特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物

現状変更等許可申請規則を次のように定める。

（許可の申請）

第１条　文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号。

以下「法」という。）第 125 条第１項の規定による許可

を受けようとする者（以下「許可申請者」という。）は、

次に掲げる事項を記載した許可申請書を文化庁長官（法

第 184 条第１項第２号及び文化財保護法施行令（昭和

五十年政令第二百六十七号。以下「令」という。）第５条

第４項第１号の規定により当該許可を都道府県又は市の

教育委員会が行う場合には、当該都道府県又は市の教育

委員会）に提出しなければならない。

一　史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝（特別名

勝を含む。以下同じ。）又は天然記念物（特別天然記念物

を含む。以下同じ。）の別及び名称

二　指定年月日

三　史跡，名勝又は天然記念物の所在地

四　所有者の氏名又は名称及び住所

五　権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所

六　管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在

地

七　管理責任者がある場合は、その氏名及び住所

八　許可申請者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏

名並びに事務所の所在地

九　史跡、名勝又は天然記念物の現状変更又は保存に影

響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）を必要と

する理由

十　現状変更等の内容及び実施の方法

十一　現状変更等により生ずる物件の滅失若しくはき損

又は景観の変化その他現状変更等が史跡、名勝又は天然

記念物に及ぼす影響に関する事項

十二　現状変更等の着手及び終了の予定時期

十三　現状変更等に係る地域の地番

十四　現状変更等に係る工事その他の行為の施行者の氏

名及び住所又は名称及び代表者の氏名並びに事務所の所

在地

十五　その他参考となるべき事項

２　埋蔵文化財の調査のための土地の発掘を内容とする

現状変更等の場合における許可申請書には、前項各号に

掲げる事項の外，左に掲げる事項を記載するものとする。

一　発掘担当者の氏名及び住所並びに経歴

二　出土品の処置に関する希望

（許可申請書の添附書類等）

第２条　前条の許可申請書には、左に掲げる書類，図面

及び写真を添えなければならない。

一　現状変更等の設計仕様書及び設計図

二　現状変更等に係る地域及びこれに関連する地域の地

番及び地ぼうを表示した実測図

三　現状変更等に係る地域のキヤビネ型写真

四　現状変更等を必要とする理由を証するに足りる資料

があるときは、その資料

五　許可申請者が所有者以外の者であるときは、所有者

の承諾書

六　許可申請者が権原に基く占有者以外の者であるとき

は、その占有者の承諾書

七　管理団体がある場合において、許可申請者が管理団

体以外の者であるときは、管理団体の意見書

八　管理責任者がある場合において、許可申請者が管理

責任者以外の者であるときは、管理責任者の意見書

九　前条第２項の場合において、許可申請者が発掘担当

者以外の者であるときは、発掘担当者の発掘担当承諾書

２　前項第２号の実測図及び同項第３号の写真には，現

状変更等をしようとする箇所を表示しなければならない。

（終了の報告）

第３条　法第 125 条第１項の規定による許可を受けた者

は、当該許可に係る現状変更等を終了したときは、　遅滞

なくその旨を文化庁長官（法第 184 条第１項第２号及び

令第５条第４項第１号の規定により当該許可を都道府県

又は市の教育委員会が行つた場合には、当該都道府県又

は市の教育委員会）に報告するものとする。

２　前項の終了の報告には、その結果を示す写真又は見

取図を添えるものとする。

（維持の措置の範囲）

第４条　法第 125 条第１項ただし書の規定により現状変

更について許可を受けることを要しない場合は、次の各

号のいずれかに該当する場合とする。

一　史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡して

いる場合において、その価値に影響を及ぼすことなく当

該史跡、名勝又は天然記念物をその指定当時の原状（指

定後において現状変更等の許可を受けたものについては、

当該現状変更等の後の原状）に復するとき。

二　史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡して

いる場合において、当該き損又は衰亡の拡大を防止する

ため応急の措置をするとき。

三　史跡、名勝又は天然記念物の一部がき損し、又は衰
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亡し、かつ、当該部分の復旧が明らかに不可能である場

合において、当該部分を除去するとき。

（国の機関による現状変更等）

第５条　各省各庁の長その他の国の機関が、史跡、名勝

又は天然記念物の現状変更等について、法第 168 条第１

項第１号又は第２項の規定による同意を求めようとする

場合には第１条及び第２条の規定を、法第 168 条第１項

第１号又は第２項の規定による同意を受けた場合には第

３条の規定を準用する。

２　法第 168条第３項で準用する法第 125条第１項ただ

し書の規定により現状変更について同意を求めることを

要しない場合は、前条各号に掲げる場合とする。

（管理計画）

第６条　令第５条第４項の管理計画には、次に掲げる事

項を記載するものとする。

一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称

二　指定年月日

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在

四　管理計画を定めた教育委員会

五　史跡、名勝又は天然記念物の管理の状況

六　史跡、名勝又は天然記念物の管理に関する基本方針

七　史跡、名勝又は天然記念物の現状変更等の許可の基

準及びその適用区域

八　その他参考となるべき事項

２　管理計画には、史跡、名勝又は天然記念物の許可の

基準の適用区域を示す図面を添えるものとする。

（市の区域に係る事務の処理の開始の公示）

第７条　令第５条第７項の規定による公示は、次に掲げ

る事項について行うものとする。

一　令第５条第４項各号に掲げる事務のうち市の区域に

係るものの処理を開始する旨

二　令第５条第４項各号に掲げる事務のうち市の区域に

係るものの処理を開始する日

■文化財保護法施行令第五条第四項第一号イからルまで

に掲げる史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可の事務

の処理基準について

平成一二年四月二八日庁保記第二二六号

( 都道府県教育委員会あて文化庁次長通知）

（平成二七年一二月二一日最終改正）

※最終校正は平成二七年一二月二七日　27 庁財第 457

号「文化財保護法施行令及び地域における歴史的風致の

維持及び向上に関する法律施行令等の改正について」（各

都道府県・指定都市教育委員会あて文化庁次長通知）に

て通知

　地方自治法（昭和二二年法律第六七号）第 245 条の９

第１項及び第３項の規定に基づき、文化財保護法施行令

（昭和五〇年制令第 267 号。以下「令」という。）第５条

第４項第１号イからルまでに掲げる史跡名勝天然記念物

の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為（以下「現状変

更等」という。）の許可の事務を都道府県又は市の教育委

員会が処理するに当たりよるべき基準を次のとおり定め

る。

Ⅰ共通事項 

（１）現状変更等が「市」と当該市以外の「市」又は「町村」

とにまたがって行われる場合には、現状変更等の許可申

請は、許可の権限を有するそれぞれの都道府県又は市の

教育委員会が受理し、許可の事務を行う。この場合には、

関係教育委員会相互間において、必要に応じ、適宜連絡

調整を行うものとする。

　なお、令第５条第４項の規定のより同項各号に掲げる

事務のうち市の区域に係るものを都道府県の教育委員会

が行う場合においては、「市」と当該市以外の「市」又は

「町村」とにまたがって行われる場合であっても、現状変

更等の許可申請は、許可の権限を有する都道府県の教育

委員会が受理し、許可の事務を行う。

（２）次の場合には、当該現状変更等を許可することがで

きない。

①史跡名勝天然記念物の適切な保存活用等のために策定

された「保存活用計画（保存管理計画）」に定められた保

存（保存管理）の基準に反する場合

②史跡名勝天然記念物の滅失、毀損又は衰亡のおそれが

ある場合

③史跡名勝天然記念物の景観又は価値を著しく減じると

認められる場合

④地域を定めて指定した天然記念物に関し、指定対象で

ある動植物の生息環境又は生態系全体に対して著しい影

響を与えるおそれがある場合

（３）都道府県又は市の教育委員会に対する現状変更等の

許可申請の審査のため、地方公共団体等が事前に発掘調

査を行う場合は、当該発掘調査の実施につき文化財保護

法（昭和二五年法律第二一四号。以下「法」という。）第

125 条第１項の規定による文化庁長官の許可を要する。

（４）都道府県又は市の教育委員会が現状変更等の許可を

するに当たっては、法第 125 条第３項において準用する
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築及び除却」、「増築及び除却」又は「改築及び除却」と

して許可の申請をさせ、除却と併せて許可をするものと

する。

２　令５条第４項第１号ロ関係

（１）新築、増築又は改築に伴う土地の掘削、盛土、切土

その他土地の形状の変更が、新築等に必要な最小限度の

やむを得ない規模を超える場合には、本号による許可の

事務の範囲に含まれない。

（２）新築、増築又は改築の際に木竹の伐採を伴う場合に

は、当該木竹の伐採について、別途、法第 125 条第１項

の規定による文化庁長官の許可又は令第５条第４項第１

号トによる都道府県又は市の教育委員会の許可を要する

（法第 125 条第１項ただし書の維持の措置である場合を

除く。）。

３　令５条第４項第１号ハ関係

（１）「工作物」には、次のものを含む。

①小規模建築物に附随する門、生け垣又は塀

②既設の道路に設置される電柱、道路標識、信号機又は

ガードレール

③小規模な観測・測定機器

④木道

（２）「道路」には、道路法（昭和二七年法律第一八〇号）

第３条各号に掲げる道路（ただし、道路と一体となって

効用を全うする施設及び道路の附属物で当該道路に附属

して設けられているものを除く。）のほか、農道、林道、

漁港関連道を含む。

（３）「道路の舗装」とは、既設の未舗装の道路の舗装を

いう。

（４）「道路の修繕」とは、既設の舗装又は未舗装の道路

の破損、劣化等に対応して行われる部分的な修復その他

これに類する工事をいう。

（５）道路についての「土地の形状の変更」には、道路の

幅員の拡幅、路床の削平、側溝の設置及び道路の構造の

変更に伴うものを含む。

（６）工作物の設置又は改修の際に木竹の伐採を伴う場合

には、当該木竹の伐採について、別途、法第 125 条第１

項の規定による文化庁長官の許可又は令第５条第４項第

１号トによる都道府県又は市の教育委員会の許可を要す

る（法第 125 条第１項ただし書の維持の措置である場合

を除く。）。

４　令５条第４項第１号ニ関係

（１）「史跡名勝天然記念物の管理に必要な施設」とは、

法第 115 条第１項の標識、説明版、境界標、囲さくその

法第 43 条第３項の規定により、許可の条件として次の

例のような指示をすることができる。

　なお、当該許可の条件として指示した発掘調査の実施

については、改めて現状変更等の許可を要しない。

①当該現状変更等の事前に発掘調査を行うこと。

②当該現状変更等に際し、関係教育委員会の職員の立会

いを求めること。

③重要な遺構などが発見された場合は、設計変更等によ

り、その保存を図ること。

④当該現状変更等の実施に当たっては、関係教育委員会

の指示を受けること。

⑤当該現状変更等の許可申請書又は添附した書類、図面

若しくは写真の記載事項又は表示事項のうち、現状変更

等の内容及び実施の方法の変更、許可申請書の変更など

の実質的な変更については、改めて現状変更等の許可を

申請すること。ただし、許可申請者の住所や事務所の所

在地の変更など実質的な変更ではないものについては、

その旨を報告すること。

⑥当該現状変更等を終了したときは、遅滞なくその旨を

報告すること。

Ⅱ　個別事項

１　令５条第４項第１号イ関係

（１）「建築面積」とは、建築基準法施行令（昭和二五年

政令第三三八号）第２条第１項第２号に定める建築面積

をいう。

（２）次の場合は、本号による許可の事務の範囲には含ま

れない。

①新築については、小規模建築物の設置期間の更新があ

らかじめ予想される場合

②増築又は改築については、増築又は改築部分の設置期

間が本体である建築物の新築を完了した日から２年を超

える場合

③新築、増築又は改築については、当該新築等に伴う土

地の掘削、盛土、切土その他の土地の形状の変更が、当

該新築等に必要な最小限度のやむを得ない規模を超える

場合

（３）新築、増築又は改築の際に木竹の伐採を伴う場合に

は、当該木竹の伐採について、別途、法第 125 条第１項

の規定による文化庁長官の許可又は令第５条第４項第１

号トによる都道府県又は市の教育委員会の許可を要する

（法第 125 条第１項ただし書の維持の措置である場合を

除く。）。

（４）新築、増築又は改築の際に除却を伴う場合には、「新
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をいう。

（２）学術研究のために行われるものなど、史跡名勝天然

記念物の保存を目的としない試験材料の採取については、

本号による許可の事務の範囲に含まれない。

９　令５条第４項第１号リ関係

（１）「個体の保護のため必要な捕獲」とは、天然記念物

に指定された動物が傷ついている場合や生命の危険にさ

らされている場合などに当該動物の個体の安全を確保す

るため、やむを得ず捕獲することをいう。

（２）「生育状況の調査のため必要な捕獲」とは、学術調査、

公共事業の事前又は事後の環境影響評価のための調査等

のため、必要な最小限度のやむを得ない程度の一時的な

捕獲をいう。

（３）「人の生命若しくは身体に対する危害の防止のため

必要な捕獲」とは、人の生命若しくは身体に対する危害

の防止の必要性が具体的に生じている場合の捕獲をいい、

財産に対する危害を防止するための捕獲を含まない。

（４）「捕獲」には、捕殺を含む。

（５）「その他の組織の採取」には体毛及び羽毛の採取を

含む。

（６）次の場合には、本号による許可の事務の範囲には含

まれない。

①「捕獲」と「飼育」、「標識又は発信機の装着」又は「血

液その他の組織の採取」とが、許可の事務を行う都道府

県又は市の区域を越えて行われる場合

②「捕獲」、「捕獲及び飼育」、「捕獲及び標識又は発信機

の装着」又は「血液その他の組織の採取」以外に、移動

等天然記念物に指定された動物に対する他の現状変更等

を併せて行う場合

（７）「標識又は発信機の装着」については、標識又は発

信機の大きさ、材質又は装着の方法が天然記念物に指定

された動物に著しい影響を与えるおそれがある場合には、

許可をすることができない。

（８）「血液その他の組織の採取」については、その方法

や量が天然記念物に指定された動物に著しい影響を与え

るおそれがある場合には、許可をすることができない。

１０　令５条第４項第１号ヌ関係

（１）「動物園」又は「水族館」とは、博物館法（昭和

二六年法律第二八五号）第 10 条の規定により登録を受

けた博物館、同法第 29 条の規定により指定された博物

館に相当する施設又はそれ以外の公益社団法人日本動物

園水族館協会の正会員である動物園又は水族館をいう。

（２）本号による譲受け又は借受けの許可の場合には、天

他の施設をいう。

（２）設置又は改修に伴う土地の掘削、盛土、切土その他

土地の形状の変更が、設置等に必要な最小限度のやむを

得ない規模を超える場合には、本号による許可の事務の

範囲に含まれない。

（３）標識、説明版、標注、注意札、境界標又は囲さくそ

の他の施設であって、史跡名勝天然記念物標識等設置基

準規則（昭和二九年文化財保護委員会規則第七号）に定

める基準に合致しないものについては、その設置又は改

修の許可をすることができない。

５　令５条第４項第１号ホ関係

（１）「電線」には、配電管内の電線及び電話線等の通信

線を含む。

（２）「その他これらに類する工作物」には、側溝、街渠、

集水ます及び電線共同溝を含む。

（３）設置又は改修に伴う土地の掘削、盛土、切土その他

土地の形状の変更が、設置又は改修に必要な最小限度の

やむを得ない規模を超える場合には、本号による許可の

事務の範囲に含まれない。

６　令５条第４項第１号へ関係

（１）除却に伴う土地の掘削、盛土、切土その他土地の形

状の変更が、除却に必要な最小限度のやむを得ない規模

を超える場合には、本号による許可の事務の範囲に含ま

れない。

（２）除却の際に木竹の伐採を伴う場合には、当該木竹の

伐採について、別途、法第 125 条第１項の規定による文

化庁長官の許可又は令第５条第４項第１号トによる都道

府県又は市の教育委員会の許可を要する（法第 125 条第

１項ただし書の維持の措置である場合を除く。）。

７　令５条第４項第１号ト関係

（１）「木竹の伐採」とは、幹を切ること及び枝を切断し

て除去することをいう。

（２）「危険防止のため必要な伐採」とは、倒木や落枝によっ
て人身又は建物に危害が及び危険性の高い場合における

危険防止に必要な最小限度のやむを得ない程度の伐採を

いう。

（３）木竹の伐採が、法第 125 条第１項ただし書の維持

の措置である場合には、許可を要しない。

８　令５条第４項第１号チ関係

（１）「保存のため必要な試験材料の採取」とは、その保

存を目的として史蹟名勝天然記念物の現状を適切に把握

するために行われる土壌、植物、鉱物等のサンプル採取
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然記念物に指定された動物の譲渡若しくは貸出しを行う

動物園又は水族館においては、当該譲渡又は貸出しにつ

いての許可を受けることを要しない。

（３）天然記念物に指定された動物の輸出については、法

第125条第１項の規定による文化庁長官の許可を要する。

１１　令５条第４項第１号ル関係

天然記念物に指定された鳥類で、電柱に巣を作るものと

しては、例えば、天然記念物カササギ生息地におけるカ

ササギがある。

Ⅲ　その他

この裁定は、平成二八年四月一日から適用する。
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